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第１章 公共施設等総合管理計画策定の背景と目的 

１ 背景 

本市においては、市民サービスの向上を図るため、これまで様々な公共施設

等を整備してきましたが、施設の多くは建設から相当の年数が経過し、大規模

な改修や建替えが必要となることが見込まれています。 

一方で、今後も、人口減少や少子高齢化の進展が予測される中にあって、社

会経済情勢の変化や厳しい財政状況などを踏まえ、限られた資源を有効に活用

するとともに、「選択と集中」による効果的・効率的な行政運営が求められて

おり、多様化する住民ニーズに的確に応えていかなければなりません。 

こうした状況を踏まえ、今後は、物理的な施設の使用可能期間を見据えなが

ら、既存の公共施設等をできる限り有効に活用するとともに、地域にどのよう

な公共施設等が必要であるか、客観的なデータをもとに市民の方々を交えて検

討していく必要があります。 

 

２ 目的・定義 

本市においては、公共施設のあり方について見直しを行い、将来への負担を

軽減しつつも、市民の方々が利用しやすい施設配置や民間活力の活用等、市民

の視点に立って検討していく必要があります。 

そこで、本市の公共施設等の状況について、市民への周知や情報共有を行い、

市民とともに考え、公共施設等のあり方を検討するとともに、インフラ資産も

含め、公共施設等の管理の基本的な方針を定めた「公共施設等総合管理計画」

を策定しました。 

公共施設等総合管理計画では、公共施設等の適正配置や計画的保全により持

続可能な市民サービスを維持するため、人口減少や少子高齢化、財政状況など

を踏まえた上で、公共施設等の現状と課題を整理し、更新・統廃合・長寿命化

などの基本的な方針を定めています。 
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３ 本計画の位置づけ 

本計画は、本市が保有し、または管理する公共施設及び道路、橋りょう、上

下水道等のインフラ資産を対象として、ファシリティマネジメントの手法（財

務・品質・供給の各情報）を活用し、公共施設等のマネジメントの今後の取組

方針を総合管理計画として取りまとめるものです。 

また、取りまとめにあたっては、既存の長寿命化計画を踏まえるとともに、

国の「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針」に沿って検討するも

のとします。 

本市においては、小中学校・幼稚園、保育所、育成学級、公民館、コミュニ

ティセンター、集会所、ふれあいセンター等、279 の公共施設や道路、公園等

のインフラ資産を対象とし、現状を的確に把握するとともに、市民ニーズを把

握しながら、「選択と集中」の考えのもと、「更新・統廃合・長寿命化」など、

次の世代にできるだけ負担を残さない計画策定に取り組むものとします。 

＜総合管理計画＞公共施設等全体の総合的かつ計画的な管理に関する基本方

針や施設類型ごとの管理に関する基本方針を定める。 

＜個別施設管理実施計画＞総合管理計画で定めた施設類型ごとの管理に関す

る基本方針に基づき、施設の更新時期などを踏まえ、適切な時期に必要に応じ

て、個別施設の数値目標を設定するものとする。 

 

【本計画の位置づけ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）総合計画との整合を図るなど、必要に応じて「公共施設等総合管理計画」

及び「個別施設管理実施計画」の見直しを図ります。 

 

 公共施設等の管理等の基本方針  

宇治市第５次総合計画 

個別施設管理実施計画 

次期総合計画 

公共施設等総合管理計画 

（注） 

（平成 23 年度～33 年度） （平成 34 年度以降） 

（平成 29 年度～58 年度） 

（本計画策定後、随時） 
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４ 計画期間 

本計画の計画期間は、平成29年度から平成58年度までの30年間とします。た

だし、人口動向や社会情勢、財政状況の変化等を鑑み、必要に応じて見直しを

行うこととします。 
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第２章 本市の概況 

１ 地勢 

本市は、1951 年（昭和 26 年）３月１日、当時の東宇治町・宇治町・槇島村・

小倉村・大久保村の２町３村が合併して誕生しました。また、京都盆地の東南

部に位置し、京都市の南に隣接しており、面積は 67.54 ㎢、その広がりは東西

に 10km、南北に 10.7km となっています。 

（１）歴史的条件 

宇治川を中心として景観が国の重要文化的景観に選定されるなど、都市化

が進んだ市街地に隣接して歴史的景観が残されており、これらの景観を保全、

創造していくことが必要不可欠となっています。 

（２）地形的条件 

地形的には、東部に豊かな自然環境が残された山麓丘陵地が広がり、西部

は巨椋池干拓田に連なる平坦地となっており、琵琶湖から唯一流れ出る河川

である宇治川が市中央部を南北に縦断しています。 

（３）交通条件 

市内には、JR 奈良線・近鉄京都線・京阪宇治線、京都市営地下鉄東西線の

４本の鉄道が通るとともに 14 の鉄道駅が存在し、交通の便が良いことから

京都・大阪の衛星都市として発展してきました。 
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２ 将来都市像とまちづくりの方向性 

本市は、古代より交通の要衝、平安貴族の別業の地として発展し、多くの歴

史・文化遺産を生み出してきました。それらは琵琶湖に端を発し、市内を南北

に貫く宇治川の清流や周辺の豊かな緑によって育まれ、創造されたものであり、

都市化の進んだ現在もなお、市民一人ひとりのたゆまぬ努力によって受け継が

れており、本市の象徴であると同時に市民の精神的な支柱となっています。 

現在を生きる私たちの使命は、この豊かな自然や歴史・文化遺産を守り育て、

未来へと引き継いでいくことによって、そこに住む人々が誇りと愛着を感じる

ことのできる「ふるさと宇治」を創造していくことであり、宇治市第５次総合

計画に掲げた「みどりゆたかな住みたい、住んでよかった都市」を目指す都市

像としています。 

また、宇治市第５次総合計画におけるまちづくりの目標として、「お茶と歴

史・文化の香るふるさと宇治」を掲げるとともに、具体的な柱として「環境に

配慮した安全・安心のまち」「ゆたかな市民生活ができるまち」「健康でいきい

きと暮らせるまち」「生きる力を育む教育の充実と生涯学習の推進のまち」「歴

史香るみどりゆたかで快適なまち」「信頼される都市経営のまち」をまちづく

りの方向性とします。 

 

【本市が目指す将来都市像】 

 

（出所：「宇治市第５次総合計画」より抜粋） 
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３ 人口推移 

（１）人口推移と将来の見通し 

昭和 26 年（1951 年）に人口約３万８千人で発足した本市は、今日では約 19

万人の人口を擁する京都府内第２の都市となっています。 

人口増加率の推移を見ると、高度経済成長期の昭和 35 年～40 年（1960 年～

1965 年）には 45.6％、昭和 40 年～45 年（1965 年～1970 年）には 50.1％の急

激な増加を示していますが、その後は徐々に鈍化し、平成２年～７年（1990 年

～1995 年）では 4.3％、平成 17 年～22 年（2005 年～2010 年）ではわずか 0.7％

の増加となっておりましたが、平成 28 年（2016 年）には 188,831 人となり、

これまでの人口増加傾向から減少傾向へと変化しています。 

年齢構成では、平成 12 年（2000 年）と平成 22 年（2010 年）を比較すると、

15 歳未満の年少人口が 14.9％から 14.3％へ減少、15 歳～64 歳の生産年齢人口

が 71.5％から 64.4％へ減少、65 歳以上の高齢者人口が 13.6％から 21.3％へ増

加しており、少子高齢化が進展していることが分かります。 

また、本市の平成 28 年（2016 年）の高齢者人口は 51,712 人であり、高齢化

率は 27.4％となっていますが、平成 58 年（2046 年）には 36.1％に達すると見

込まれ、急激に高齢化が進むことが予測されます。 

人口減少や人口構造の変化に伴い、学校教育施設等に余剰が発生し、高齢者

福祉施設の需要が高まる等、市民ニーズに変化が生じ、公共施設等が担うべき

役割・機能も変化していくため、これらを的確に把握し、適切に対応していく

必要があります。 

 

【人口推移と将来人口の推計】 

 

出所：2035年までは「宇治市第５次総合計画」より作成（2010年までは実績値、2015年以降は

推計値）。なお、2040年以降は「宇治市第５次総合計画」での将来人口推計を基に独自に作成。 
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※参考：人口ビジョン 

 本市では、人口減少に歯止めをかけ、持続的に発展するまちを目指して、

平成27年12月に宇治市人口ビジョン及び宇治市まち・ひと・しごと創生総

合戦略を策定しました。人口ビジョンでは、総合戦略に掲げる施策の実施

により出生率の上昇と社会減の解消を図り、目標とする人口を定めていま

す。なお、人口ビジョンについては、あくまでも目標とする人口であり、

公共施設等総合管理計画における公共施設の分析やあり方を検討するに際

しては、６ページの宇治市第５次総合計画の人口推計を用いることとしま

す。 

【人口ビジョンにおける人口推計】 

 

社人研の推計によれば、2015年（平成27年）以降、人口が減少し続け、

2060年(平成72年)には約12万６千人となり、その後も減少に歯止めがかか

らない。 

さらに、国において、長期ビジョンで示された出生率の2020年（平成32

年）に1.60、2030年（平成42年）に1.80、2040年（平成52年）に2.07まで

上昇するケース（シミュレーション１）においても、2060年（平成72年）

に約14万６千人となるが、その後も減少に歯止めがかからない。 

本市においては、国が長期ビジョンで示した出生率を目標とするととも

に、社会移動について、2020年（平成32年）に社会減の解消を図り、以降

は社会移動を０とするケース（シミュレーション２）を目標とする人口ビ

ジョンとする。この場合、2060年（平成72年）には約15万３千人となり、

2100年（平成112年）には人口減に歯止めがかかり、約13万５千人で人口が

維持されると推計される。  
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４ 財政状況 

（１）宇治市の家計簿 

 

給与などの収入 489 万円 +16 万円 市税、譲与税、交付金、使用料など

親からの仕送り 67 万円 －2 万円 地方交付税

ローン（家・車の購入のため） 13 万円 －7 万円 道路・河川の整備、学校改修などの資金

ローン（生活資金のため） 29 万円 －7 万円 臨時財政対策債

預貯金の引き出し 4 万円 ＋1 万円 基金繰入金

繰越金 5 万円 －1 万円 繰越金

収入合計 607 万円 ±0 万円

あ昨年度と比べて給与などの収入は増えたものの、生活費なども増加しており、家や車の購

入にかかる経費を減らしました。しかしながら、収入より支出が多くなっており、ローンの借り入

れを行ったり、預貯金を引き出すことで、不足分を補うこととしました。

あ今後も生活費、子どもの教育費などは増えることが見込まれているほか、家や車について

も老朽化が進んでおり、修繕や改修などに伴う支出も増える見込みです。

あこのように、厳しい状況が続くことから、生活費の抑制はもちろんのこと、その他の支出につ

いても無駄がないか徹底的に見直し、ローンの借り入れや預貯金の引き出しを最小限にとど

めるなど、家計の安定に向けてより一層の努力が必要です。

　なお、ローン残高は、借入額より返済額が多くなったことから減少となり、将来にわたる負

担は軽減が見込まれるものの、預貯金残高は、前年度より微減となりました。

○収入

平成２７年度宇治市の家計簿

平成２７年度の家計は・・・

前年度からの 具体的には・・・
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生活費 252 万円 +5 万円 人件費、扶助費、維持補修費など

子どもの教育費など 156 万円 +5 万円 教育費、民生費のうち児童福祉費

保険料・下水道費用 75 万円 +5 万円 国保特会、公共下水道事業などへの繰出金

家や車の購入 39 万円 －13 万円 道路・河川の整備、学校改修費用など

貸付金など 24 万円 ±0 万円 貸し付け事業の費用（年度末には返金）

預貯金の積み立て 3 万円 －1 万円 基金への積立金

ローンの返済 54 万円 －1 万円 公債費

支出合計 603 万円 ±0 万円

差し引き 4 万円 ±0 万円

ローン残高 450 万円 －8 万円 年度末の市債残高

預貯金残高 94 万円 －1 万円 年度末の基金残高

○支出

普通会計の歳入・歳出決算額を1/10,000にして、

一般家庭に例えると・・・

前年度からの 具体的には・・・

(市民一人あたりローン及び預貯金残高の推移) （単位：円）

平成25年度 平成26年度 平成27年度

ローン残高 237,418 242,313 235,781

預貯金残高 48,597 49,322 49,517
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（２）歳入歳出のバランス 

本市の財政状況については、家計における収入面である歳入と、支出面と

なる歳出を５年間の推移として、グラフで示しています。歳入においては、

財政運営における基本であり、歳入の“要”と言われる市税が、この５年間

で１２億円以上、減少しています。 

その一方で、歳出においては、この間、特に子どもや高齢者、生活保護世

帯などへの社会保障のために必要となる経費（＝扶助費）が年々増加してお

り、この５年間でみると、２１億円も増加しています。 

人口減少などにより、歳入の増加が見込みにくい状況の中で、社会保障関

係経費が増加している財政構造であることからも、これからの公共施設の維

持更新に必要な財源をどのように確保していくのかについては、大変重要な

課題となってきています。 

将来世代に過大な負担を残さないためにも、本市の財政状況を踏まえると、

限られた財源の中で、施設の維持費や更新費用のバランスを適正に保つ必要

があります。 

 

【歳入の推移】 

 

（出所：「宇治市普通会計決算概要」より作成）  

24,550 23,319 23,266 23,772 23,326
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-

10,000
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70,000

平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

市税 地方交付税 国・府支出金 市債 その他（百万円）

（年度）
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【自主財源と依存財源の推移】 

 

（出所：「宇治市普通会計決算概要」より作成） 

 

 

【歳出の推移】 

 

（出所：「宇治市普通会計決算概要」より作成） 
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-

(百万円)

(年度)
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（３）投資的経費と維持補修費の推移 

投資的経費は、学校建設などで80億円を超える水準となっていましたが、

一旦減少し、平成24年８月の豪雨災害の災害復旧事業の影響などにより、平

成25年には一時的に増加しています。 

今後は、社会保障関係経費の増加や、市税収入の減少という厳しい財政状

況の中で、投資的経費の水準については、将来世代への過大な負担とならな

いよう、適切な規模とする必要があります。 

 

【投資的経費と維持補修費の推移】 

 

（出所：「宇治市普通会計決算概要」より作成） 
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（４）主要財政指標の推移 

ア 財政力指数 

財政力指数は、地方公共団体の財政力を示す指数で、財政力指数が高い

ほど、税収等の自己財源が多いことを表し、１を超えると地方交付税が交

付されなくなります。 

本市の財政力指数は、平成27年度では0.75と府内平均の0.54を上回って

いますが、市税の減収などの影響により、指標が低下している状況にあり

ます。 

【財政力指数の推移】 

 

（出所：総務省公表「平成27年度地方公共団体の主要財政指標一覧」より作成） 

イ 経常収支比率 

経常収支比率は、市税、普通交付税などのように使途が特定されておら

ず、毎年度経常的に収入される一般財源（経常一般財源）のうち、人件費、

扶助費、公債費などのように毎年度経常的に支出される経費（経常的経費）

に充当されたものの占める割合です。この数値が高いほど、財政が硬直化

している状況を表します。 

本市の経常収支比率は、平成27年度では94.8％と府内平均の96.0％を下

回っていますが、直近３年間では1.9ポイント上昇しています。 

【経常収支比率の推移】 

 

（出所：総務省公表「平成27年度地方公共団体の主要財政指標一覧」より作成） 
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ウ 実質公債費比率 

実質公債費比率は、市債の元利償還金等の一般会計に対する負担を判断

する指標です。「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法

律第94号）」における早期健全化基準は25％、財政再生基準については35％

とされており、これらの比率以上になると、市債の発行に当たり、一定の

制約が課されることとなります。 

本市の実質公債費比率は、平成27年度では2.1％と府内平均の12.1％を

下回っており、直近５年間でも2.4ポイント減少しています。 

【実質公債費比率の推移】 

 

（出所：総務省公表「平成27年度地方公共団体の主要財政指標一覧」より作成） 

エ 将来負担比率 

将来負担比率は、一般会計が将来負担すべき実質的な負債の大きさを比

率で表す指標です。「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」におけ

る早期健全化基準については、市町村（政令指定都市は除く。）は350％と

されており、この比率以上になると、財政健全化計画の策定が義務付けら

れることとなります。 

本市の将来負担比率は、直近５年間においても算定されませんでした。

これは、充当可能財源等が将来負担額を上回っていることによります。 

【将来負担比率の推移】 

 

（出所：総務省公表「平成27年度地方公共団体の主要財政指標一覧」より作成）  
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５ 公共施設等の状況 

（１）対象とする公共施設等 

本計画において対象とする公共施設等は、市民文化系施設、スポーツ・レ

クリエーション系施設、小中学校等の学校教育系施設、市営住宅などの公共

施設（公共建築物）、及び道路・橋りょう・上下水道施設などのインフラ資

産等とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【対象施設】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注1） 上下水道施設の管理棟等の建屋、公園便所は「インフラ資産」に含ま

れます。 

（注2） 対象施設の分類は、総務省推奨の一般財団法人地域総合整備財団の 

「公共施設等更新費用試算ソフト」に基づくものです。 

（注3） 対象施設は平成26年度末時点の状況です。なお、耐震補強については、

平成27年度末時点の状況です。 

 

  

<公共施設（公共建築物）> 

市民文化系施設 

社会教育系施設 

スポーツ・レクリエーション系施設 

産業系施設 

学校教育系施設 

子育て支援施設 

保健・福祉施設 

行政系施設 

市営住宅 

その他 

<インフラ資産> 

道路 

橋りょう 

上下水道  

河川・排水路 

公園 

など 

本計画の対象範囲 

【公共施設等】 
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（２）類型別公共施設の保有状況 

本報告書が対象とする施設は279施設、面積（総延べ床面積）は381,082.41

㎡で、市民一人当たりでは約2.0㎡となっています。 

施設数では、市民文化系施設が142施設（全施設の50.9％）で最も多く、

次いで学校教育系施設35施設（全施設の12.5％）、その他施設26施設（全施

設の9.3％）となっています。なお、市民文化系施設は、各地区にある集会

所がその大半を占めています。 

また延べ床面積では、学校教育系施設が194,324.64㎡（全施設の51.0％）

で最も多く、次いで市営住宅48,904.29㎡（全施設の12.8％）、行政系施設

35,039.67㎡（全施設の9.2％）となっています。 

 

【類型別公共施設の施設数・延べ床面積】 

 

（注）報告書中の図表の各種数値の合計は、端数処理の関係で、総数と内訳 

の合計が一致しない場合があります。（以下同様） 

構成比 構成比

市民文化系施設 142 施設 50.9% 24,689.07 ㎡ 6.5%

集会施設 141 施設 50.5% 17,158.72 ㎡ 4.5%

文化施設 1 施設 0.4% 7,530.35 ㎡ 2.0%

社会教育系施設 16 施設 5.7% 18,062.33 ㎡ 4.7%

図書館 3 施設 1.1% 2,693.88 ㎡ 0.7%

その他社会教育施設 13 施設 4.7% 15,368.45 ㎡ 4.0%

ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 9 施設 3.2% 23,808.21 ㎡ 6.2%

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設・観光施設 7 施設 2.5% 12,512.72 ㎡ 3.3%

ｽﾎﾟｰﾂ施設 2 施設 0.7% 11,295.49 ㎡ 3.0%

産業系施設 3 施設 1.1% 3,433.76 ㎡ 0.9%

産業系施設 3 施設 1.1% 3,433.76 ㎡ 0.9%

学校教育系施設 35 施設 12.5% 194,324.64 ㎡ 51.0%

小学校 21 施設 7.5% 108,453.15 ㎡ 28.5%

中学校 9 施設 3.2% 68,159.23 ㎡ 17.9%

小中一貫校 1 施設 0.4% 15,624.91 ㎡ 4.1%

幼稚園 4 施設 1.4% 2,087.35 ㎡ 0.5%

子育て支援施設 20 施設 7.2% 10,686.22 ㎡ 2.8%

幼児･児童施設 12 施設 4.3% 2,479.94 ㎡ 0.7%

保育所 8 施設 2.9% 8,206.28 ㎡ 2.2%

保健･福祉施設 10 施設 3.6% 12,642.97 ㎡ 3.3%

高齢福祉施設 8 施設 2.9% 6,716.02 ㎡ 1.8%

保健施設 1 施設 0.4% 3,573.32 ㎡ 0.9%

その他保健福祉施設 1 施設 0.4% 2,353.63 ㎡ 0.6%

行政系施設 6 施設 2.2% 35,039.67 ㎡ 9.2%

庁舎等 1 施設 0.4% 29,545.02 ㎡ 7.8%

消防施設 5 施設 1.8% 5,494.65 ㎡ 1.4%

市営住宅 12 施設 4.3% 48,904.29 ㎡ 12.8%

市営住宅 12 施設 4.3% 48,904.29 ㎡ 12.8%

その他 26 施設 9.3% 9,491.25 ㎡ 2.5%

その他 26 施設 9.3% 9,491.25 ㎡ 2.5%

279 施設 100.0% 381,082.41 ㎡ 100.0%合計

延べ床面積大分類 中分類 施設数
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【類型別公共施設の施設数・延べ床面積の構成比】 
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9施設, 3.2%
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ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設, 

23,808.21㎡, 6.2%

社会教育系施設, 
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【類型別公共施設一覧】 

 

大分類 中分類

槇島集会所 六地蔵公会堂 広野集会所 矢落集会所 砂田集会所

若宮集会所 西山集会所 南山集会所 三室戸集会所 中ノ田集会所

名木集会所 広野丸山集会所 伊勢田北集会所 南遊田集会所 名木西集会所

笠取集会所 中木幡集会所 笠取南部集会所 蔭山集会所 広野宮谷集会所

車田集会所 城南荘集会所 神明集会所 川東集会所 南部福角集会所

落合集会所 一番割集会所 上権現集会所 登り集会所 平尾集会所

宇治野神集会所 羽拍子集会所 広野寺山集会所 西川原集会所 折居台北集会所

琵琶台集会所 宇治橋通集会所 市役所前集会所 福角集会所

北広野集会所 戸ノ内集会所 折居台南集会所 南陵南集会所 六地蔵南集会所

西岡屋会館 伊勢田南集会所 羽戸山集会所 御廟集会所 折居台東集会所

老ノ木集会所 槇島十一集会所 五ケ庄東集会所 西浦東集会所 西目川集会所

南大久保集会所 天神台集会所 木幡檜尾集会所 大開集会所

南山南集会所 西広野集会所 南堀池集会所 下村集会所 広芝集会所

五ケ庄南集会所 尖山集会所 大和田集会所 伊勢田集会所

平尾台西集会所 春日森集会所 東目川集会所 平盛集会所 紫ケ丘集会所

平尾台東集会所
広野三軒家集会
所

寺山台集会所 中畑集会所 宮西集会所

御蔵山集会所 砂田北集会所 広岡谷集会所
広野友が丘東集
会所

須留集会所

吹前集会所 志津川集会所 南木幡集会所 明星集会所 蔭山東集会所

米阪集会所 三室戸北集会所 大林集会所 平町集会所 開集会所

御園集会所 広野成田集会所 東堀池集会所 御蔵山南集会所 大和田西集会所

大開西集会所 平尾南集会所 平尾北集会所 里尻集会所

平尾東集会所 三番割集会所 木幡北畠集会所 南小倉集会所 緑ケ原集会所

槇島三軒家集会
所

西小倉集会所 西大久保集会所 南陵集会所 蓮池中集会所

下居集会所 奥広野集会所 玉池集会所 妙楽集会所 安田町集会所

新半白集会所 一ノ坪集会所 西木幡集会所 南広野集会所 伊勢田西集会所

堀池集会所 東木幡集会所 白川集会所 半白集会所
木幡熊小路集会
所

蓮池集会所 小根尾集会所
西小倉コミュニ
ティセンター

東宇治コミュニ
ティセンター

南宇治コミュニ
ティセンター

槇島コミュニ
ティセンター ンター

伊勢田ふれあい
センター

平盛ふれあいセ
ンター

コミュニティ
ワークこはた館

コミュニティ
ワークうじ館

文化施設 1 文化会館

施設名

集会施設 141

市民文化系施設
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大分類 中分類

図書館 3 中央図書館 東宇治図書館 西宇治図書館

木幡公民館 小倉公民館 中央公民館 広野公民館
市民会館（宇治
公民館）

大久保青少年セ
ンター

善法青少年セン
ター

河原青少年セン
ター

青少年指導セン
ター

歴史資料館

生涯学習セン
ター

源氏物語ミュー
ジアム

男女共同参画支
援センター

観光センター
観光案内所（近
鉄大久保駅）

観光案内所（Ｊ
Ｒ宇治駅）

天ケ瀬森林公園 茶室対鳳庵

植物公園
総合野外活動セ
ンター

ｽﾎﾟｰﾂ施設 2 黄檗公園 西宇治公園

産業系施設 産業系施設 3 産業会館
産業振興セン
ター

宇治ベンチャー
企業育成工場

北槇島小学校 笠取小学校 笠取第二小学校 大久保小学校

木幡小学校 槇島小学校 西小倉小学校 西大久保小学校 南部小学校

神明小学校 御蔵山小学校 北小倉小学校 伊勢田小学校 岡屋小学校

三室戸小学校 平盛小学校 大開小学校 南小倉小学校

小倉小学校

槇島中学校 広野中学校 東宇治中学校 西宇治中学校 北宇治中学校

木幡中学校 宇治中学校 南宇治中学校 西小倉中学校

小中一貫校 1
宇治小学校・黄
檗中学校（宇治
黄檗学園）

幼稚園 4 大久保幼稚園 東宇治幼稚園 神明幼稚園 木幡幼稚園

小倉育成学級 平盛育成学級 北槇島育成学級 三室戸育成学級 岡屋育成学級

級
槇島育成学級 御蔵山育成学級 南部育成学級 神明育成学級

大久保育成学級
地域子育て支援
基幹センター

北木幡保育所 宇治保育所 善法保育所 木幡保育所
Ｈａｎａ花保育
園

大久保保育所 西小倉保育所
小倉双葉園保育
所

木幡地域福祉セ
ンター

開地域福祉セン
ター

西小倉地域福祉
センター

東宇治地域福祉
センター

広野地域福祉セ
ンター

槇島地域福祉セ
ンター

小倉デイホーム 平盛デイホーム

保健施設 1
保健・消防センター

（健やかセンター）

その他保健福祉
施設

1 総合福祉会館

庁舎等 1 市庁舎

消防施設 5 西消防署
中消防署槇島消
防分署

東消防署
保健・消防セン
ター（中消防署）

西消防署伊勢田
救急出張所

その他社会教育
施設

社会教育系施設

13

施設名

高齢福祉施設

保健･福祉施設

8

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設・
観光施設ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ

系施設

7

小学校 21

9中学校

学校教育系施設

子育て支援施設

幼児･児童施設

保育所

12

8

行政系施設
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大分類 中分類

宇治下居市営住
宅

宇治玉池市営住
宅

宇治東山市営住
宅

神明宮東市営住
宅

五ケ庄福角市営
住宅

五ケ庄野添市営
住宅

木幡河原市営住
宅

大久保旦椋市営
住宅

小倉中畑市営住
宅

神明宮西市営住
宅

黄檗市営住宅
槇島吹前市営住
宅

京阪三室戸駅前
自転車等駐車場

ＪＲ木幡駅前自
転車等駐車場

近鉄小倉駅西第２
自転車等駐車場

ＪＲ六地蔵駅前
自転車等駐車場

ＪＲ新田駅前自
転車等駐車場

ＪＲ六地蔵駅前第
２自転車等駐車場

京阪木幡駅前自
転車等駐車場

近鉄小倉駅東自
転車等駐車場

ＪＲ黄檗駅前第２
自転車等駐車場

ＪＲ小倉駅南自
転車等駐車場

ＪＲ宇治駅北自
転車等駐車場

ＪＲ小倉駅北自
転車等駐車場

ＪＲ宇治駅南自
転車等駐車場

天ケ瀬吊橋前公
衆便所

宇治神社前公衆
便所

ＪＲ宇治駅前公
衆便所

観光バリアフ
リー便所等

夢浮橋ひろば公
衆便所

（公社）宇治市シル
バー人材センター

善法農業共同作
業所

斎場 内職センター 墓地公園管理棟
（一社）宇治高齢
者事業団事務所

宇治駅前交番

旧中消防署（宇治
市福祉サービス公
社）

その他 その他 26

市営住宅 市営住宅 12

施設名
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（３）築年別の整備と耐震化の状況 

①公共施設 

本市では、人口の増加や市民ニーズの拡大等に伴い、昭和60年（1985年）

頃までに多くの公共施設の整備を進めてきました。 

本市における公共施設の築年数は平均32年となっています。施設を適時

適切に修繕した場合でも、建築物の標準的な耐用年数は60年（日本建築学

会「建築物の耐久計画に関する考え方」）とされていることを踏まえると、

今後30年の内に、計画的に長寿命化を図る一方で、建替えの検討が必要な

施設もあります。 

その中でも、整備から40年以上を経過している施設は51施設（全施設の

18.3％）、整備から30年以上40年未満経過している施設は86施設（全施設

の30.8％）あります。このように、老朽化が進み、今後30年で建替え等が

必要となってくる施設は137施設（全施設の49.1％）あり、さらに面積は

全施設の約56％となっており将来の施設更新の課題の顕在化が見込まれ

ます。 

また、現行の新耐震基準が施行された昭和56年５月以前に整備された施

設が約半数ありますが、幼児・児童・生徒の教育の場として、さらに地域

防災における緊急時の避難場所としても位置付けられている小中学校や

幼稚園をはじめとして、保育所や市営住宅などの耐震の補強工事を優先的

に実施してきており、一部耐震化が未実施の施設があるものの市有建築物

の耐震化率は平成27年度末で90%以上を達成しています。 
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【公共施設 築年別の整備と耐震化の状況】 

 

（出所：総務省による公共施設等更新費用試算ソフトを用いて作成） 

 

本市は、昭和30年代の後半から昭和50年代にかけて、数多くの学校教育

施設を整備してきました。また、延べ床面積が大きい年の主な竣工施設と

して、昭和59年（1984年）には文化会館、歴史資料館及び斎場等を、昭和

63年（1988年）には木幡河原市営住宅や黄檗公園等を、平成３年（1991年

）には市庁舎等を、平成10年（1998年）には総合野外活動センター、西宇

治公園、源氏物語ミュージアム等を、平成17年（2005年）には黄檗市営住

宅を、平成23年（2011年）には宇治小学校・黄檗中学校（宇治黄檗学園）

等をそれぞれ整備してきました。 
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【公共施設 整備からの経過年数の状況（施設数）】 

 

【公共施設 整備からの経過年数の状況（延べ床面積）】 

 

  

10年未満, 19施設, 

6.8%

10年以上20年未満, 

62施設, 22.2%

20年以上30年未満, 

61施設, 21.9%

30年以上40年未満, 

86施設, 30.8%

40年以上50年未満, 

44施設, 15.8%

50年以上, 7施設, 

2.5%

10年未満, 

31,880.79㎡, 8.4%

10年以上20年未満, 

72,199.01㎡, 18.9%

20年以上30年未満, 

61,832.39㎡, 16.2%

30年以上40年未満, 

82,548.82㎡, 21.7%

40年以上50年未満, 

111,495.75㎡, 29.3%

50年以上, 

21,125.65㎡, 5.5%
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②インフラ資産 

ア 道路 

道路の総量（一般道路、自転車歩行者道、農道、林道）は、総延長620,195

ｍ、総面積3,286,297㎡であります。 

なお道路は15年ごとに舗装替えを行うことが一般的であり、舗装替え

は必要に応じてこれまでも実施しています。 

 

【道路の整備状況】 

①一般道路 

道路種別 路線数 総延長（ｍ） 道路面積道路部（㎡） 

１級（幹線）

市道 
32  34,203 348,900 

２級（幹線）

市道 
30  35,919 218,111 

その他の市道 3,065  526,442 2,711,209 

合計 3,127  596,564 3,278,220 

 

②自転車歩行者道 

道路種別 路線数 総延長(ｍ) 
道路面積自転車歩行

者道部（㎡） 

自転車歩行者道 7  1,952  3,247 

 

③農道、林道 

道路種別 路線数 総延長(ｍ) 舗装面積（㎡） 

農    道 3  421  130 

林    道 9 21,258 4,700 

 

合計 

 
路線数 総延長(ｍ) 

道路面積 

（㎡） 

合計 3,146  620,195  3,286,297 
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イ 橋りょう 

橋りょうは総延長3,524ｍ、総面積24,876㎡であります。 

また、橋りょうの耐用年数を60年とすると、今後30年以内に耐用年数

が到来する又は既に耐用年数が到来している橋りょう（経過年数30年以

上の橋りょう）は132本(全橋りょうの39.9％)、総延長で1,252ｍ(全橋

りょうの35.5％)、面積は5,593㎡（全橋りょうの22.5％）あります。 

 

【橋りょうの整備状況】 

経過年数 橋りょう数 総延長（ｍ） 面積（㎡） 

10 年未満 7 59 148 

10 年以上 20 年未満 43 672 7,082 

20 年以上 30 年未満 149 1,541 12,053 

30 年以上 40 年未満 89 577 2,969 

40 年以上 50 年未満 32 475 1,909 

50 年以上 60 年未満 10 146 607 

60 年以上 1 54 108 

合計 331 3,524 24,876 

 

ウ トンネル 

トンネルは４箇所、総延長は1,001ｍです。なおこれらの整備年度は平

成９年及び平成16年と比較的新しく整備された施設となっています。 

 

【トンネルの整備状況】 

番号 名称 種別 延長（ｍ） 幅員（ｍ） 

１ 黄檗トンネル その他の市道 620 10.3 

２ 岩分第一トンネル 
２級(幹線) 

市道 
91 8.0 

３ 岩分第二トンネル 
２級(幹線) 

市道 
67 8.0 

４ 白川トンネル 林道 223 9.3 

合計 1,001  
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エ 上水道 

本市の上水道は、昭和25年に軍用水道施設を転用し、市内一部に給水

を開始しました。 

以後、今日まで給水の普及に取り組んできましたが、水道施設の老朽

化が進んでおり、有形固定資産の減価償却率は全国平均と比較してやや

高い水準にあります。（平成26年決算ベース：有形固定資産減価償却率 

本市55.1％、類似団体平均値46.3％） 

 

【上水道の整備状況】 

分類 主な構成施設 

上水道 管路、管理棟、浄水場、配水池等 

上水道の普及率は平成26年度末現在、99.5％です。 

主な施設は、管路672㎞、浄水場６箇所、配水池８箇所です。 

 

オ 下水道（汚水） 

本市の下水道は、昭和61年に供用を開始しました。下水道施設等につ

いては、現在も管渠整備に取り組んでいることから、比較的新しい管渠

が多くなっていますが、開発等に伴い民間で整備され受贈を受けた管渠

については老朽化したものが多くなっています。 

 

【下水道（汚水）の整備状況】 

分類 主な構成施設 

下水道 管路、管理棟、汚水処理場等 

下水道整備率は、平成26年度末現在、88.4％です。 

 

  



27 

カ 河川・排水路 

都市化の進展に伴う雨水の流出量の増大や近年多発している局地的

豪雨に対応した治水対策と合わせ、快適な生活環境の確保を図るため、

準用河川・普通河川及び排水路の改修や整備に努めています。 

 

【河川・排水路の整備状況】 

分類 延長（ｍ） 

河川法の適用を受けるもの 1,610 

下水道法の適用を受けるもの 
公共下水道（雨水） 13,820 

都市下水路 4,480 

その他 普通河川･その他水路 119,110 

 

キ ため池 

ため池は、３施設あります。なお、管理者は地元管理組合であり、工

事は本市が行っています。 

 

ク 公園 

公園は、500施設、総面積554,924㎡であります。また、公園に付設さ

れている便所については18箇所あります。 

なかでも、地域に密着した小規模な遊園が298施設（全公園の60%）あ

ります。 

 

【公園の整備状況】 

分類 施設数（施設） 面積（㎡） 

街区公園 151 150,615 

近隣公園 1 9,270 

総合公園 1 101,675 

地区公園 3 140,051 

都市緑地 23 45,491 

風致公園 1 40,014 

緑道 1 3,703 

歴史公園 1 7,064 

遊園 298 52,974 

緑地 20 4,067 

合計 500 554,924 
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６ 公共施設等の将来の更新費用試算 

現状の公共施設を全て更新する場合に、公共施設の更新費用が財政的にどの

程度の負担になるかを試算します。試算は総務省によるツールを用いて市で設

定した単価など定められた仮定に基づいて行います。 

 

（１）前提条件 

①公共施設 

今後40年間、このまま施設を全て保有し続けるとして次の前提条件によ

り試算を行います。 

なお、直近５年間の投資的経費については、各年度の普通建設事業費（公

共施設関係）とし、物価の変動については考慮しないと仮定する。 

※総務省公共施設等更新費用試算ソフトを用いて試算 

前提条件 

（算定方法） 

 目標耐用年数は 60 年と仮定し、建替えまでの中間である 30 年後に大

規模改修を行うとし、竣工年から 60 年後に建替えを行うとする。 

 大規模改修及び建替えに要する費用は次頁の単価表に更新対象となる

施設の面積を乗じた金額とする。 

 大規模改修は２年をかけて実施すると仮定する。また、大規模改修の

積み残し処理を割り当てる年数については、試算の時点で、建設時か

らの経過年数が31年以上50年未満のものについては今後10年間で均

等に大規模改修を行うと仮定し、建設時より 50 年以上経ているものに

ついては建替えの時期が近いため、大規模改修は行わずに 60 年を経た

年度に建替えると仮定する。 

 建替えは３年をかけて実施すると仮定する。また、試算時点で更新年

数を既に経過し、建替えられなくてはならないはずの施設が、建替え

られずに残されている場合には試算初年度において一度に建替えが行

われたと仮定する。 

 本市が保有している公共施設を全て現状の面積で今後も保有するとす

る。 

 次頁の【単価表】における「その他」は便所及び駐輪場等に用いる単

価である。 

 建築物が複数ある場合は、そのうち代表的な建築物の竣工年度を基に

将来更新コストを試算している。 
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前提条件 

 

【市独自の単価表】  
 

（千円/㎡） 

類型（大分類） 中分類 大規模改修 建替え 

市民文化系施設 

集会施設（集会所） 150  240  

文化施設 370 590 

上記以外 200 320 

社会教育系施設 
源氏物語ﾐｭｰｼﾞｱﾑ 370  590  

上記以外 200 310 

ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設  230  400  

産業系施設  210  330  

学校教育系施設 
小学校、中学校 170  320  

幼稚園 170 330 

子育て支援施設 
幼児・児童施設 110  200  

保育所 170 330 

保健・福祉施設  180  320  

行政系施設  240  370  

市営住宅  170  270  

その他  90  160  

 

上記更新単価（建替え）は、本市における過去 20 年間の設計ベース

の㎡単価を基に設定されたものである。なお、大規模改修単価は総務省

公共施設等更新費用試算ソフトにおける類型別の「大規模改修÷建替

え」の割合を用いて設定されたものである。 

 なお、以下の施設については対象施設一覧に記載の類型（大分類）と

更新費用シミュレーションで使用する類型別単価は異なっている。 

施設名 対象施設一覧 更新費用シミュレーション 

斎場 その他 行政系施設 

墓地公園管理棟 その他 行政系施設 

宇治駅前交番 その他 
社会教育系施設 

（源氏物語ﾐｭｰｼﾞｱﾑ以外） 

善法農業共同作業所 その他 行政系施設 

旧中消防署 その他 行政系施設 
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②インフラ資産 

今後40年間、現在敷設している道路、橋りょう、上下水道及び公園便所

をそのまま維持し続けるとして次の前提条件により試算を行います。 

なお、直近５年間の投資的経費については、各年度の普通建設事業費（

インフラ資産関係）とし、物価の変動については考慮しないと仮定する。 

※総務省公共施設等更新費用試算ソフトを用いて試算 

種別 前提条件 

道路 （算定方法） 

 １年当たり更新費用＝敷設面積÷15 年×4,700 円/㎡ 

橋りょう （算定方法） 

 耐用年数（60 年）到来後に更新対象の橋りょうと同じ面積で更

新するとする。 

 更新単価は、PC（プレキャストコンクリート）橋は 425 千円/

㎡、鋼橋は 500 千円/㎡とする。 

 現在、構造が鋼橋のものは鋼橋で更新するが、その他の構造の

ものは PC 橋で更新するのが一般的であるため、PC 橋で更新す

るとする。 

上水道 上水道事業は独立採算であるが、総務省公共施設等更新費用試算ソ

フトの考え方に従い、更新費用の算定に含めている。 

（算定方法） 

 管路については耐用年数（40 年）到来後に更新対象の管路と同

じ面積で更新するとし、建物については公共施設の試算方法に

準じて試算する。 

【単価表】 
 

（千円/㎡） 

大規模改修 建替え 

200  360  

 管路の更新単価は、次頁のとおりとする。 

 試算時点で更新年数を既に経過し、更新しなくてはならないは

ずの管が、更新されずに残されている場合には試算初年度から

５年間で均等に更新を行うと仮定する。 
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種別 前提条件 

  

管径 導水管/送水管 管径 配水管 

300 ㎜未満 100 千円/ｍ 50 ㎜以下 

97 千円/ｍ 

300～500 ㎜ 114 千円/ｍ 75 ㎜以下 

500～1000 ㎜未満 161 千円/ｍ 100 ㎜以下 

1000～1500 ㎜未満 345 千円/ｍ 125 ㎜以下 

1500～2000 ㎜未満 742 千円/ｍ 150 ㎜以下 

2000 ㎜以上 923 千円/ｍ 200 ㎜以下 100 千円/ｍ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐用年数は 40 年とする 

 

250 ㎜以下 103 千円/ｍ 

300 ㎜以下 106 千円/ｍ 

350 ㎜以下 111 千円/ｍ 

400 ㎜以下 116 千円/ｍ 

450 ㎜以下 121 千円/ｍ 

500 ㎜以下 
128 千円/ｍ 

550 ㎜以下 

600 ㎜以下 142 千円/ｍ 

700 ㎜以下 158 千円/ｍ 

800 ㎜以下 178 千円/ｍ 

900 ㎜以下 199 千円/ｍ 

1000 ㎜以下 224 千円/ｍ 

1100 ㎜以下 250 千円/ｍ 

1200 ㎜以下 279 千円/ｍ 

1350 ㎜以下 628 千円/ｍ 

1500 ㎜以下 678 千円/ｍ 

1650 ㎜以下 738 千円/ｍ 

1800 ㎜以下 810 千円/ｍ 

2000 ㎜以上 923 千円/ｍ 
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種別 前提条件 

下水道 下水道事業は独立採算であるが、総務省公共施設等更新費用試算ソ

フトの考え方に従い、更新費用の算定に含めている。 

（算定方法） 

 耐用年数（50 年）到来後に更新対象の管路と同じ面積で更新す

るとし、建物については公共施設の試算方法に準じて試算する。 

【単価表】 
 

（千円/㎡） 

大規模改修 建替え 

200  360  

 管路の更新単価は、以下のとおりとする。ただし、直近５年間

の投資的経費から新規整備分を除く。 

 管種別 

管種 耐用年数 総量把握更新単価 

コンクリート管  

50 年  124 千円／m 
陶管 

塩ビ管 

更生管 
 

公園便所 （算定方法） 

 公共施設の試算方法に準じて、耐用年数（60 年）到来後に更新

対象の公園便所と同じ面積で更新するとする。 
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（２）試算結果 

①公共施設 

今後40年間、公共施設をそのまま保有し続けることを前提に更新費用を

試算すると、40年間で総額約1,587億円、年平均約40億円となります。 

【将来の公共施設の更新費用の推計】 

 
（出所：総務省公共施設等更新費用試算ソフトを用いて作成） 

特に今後40年間のうち、最初の10年間において公共施設の大規模改修及

び建替えに伴う更新費用が510億円と最も多く要する推計結果となってい

ます。 

 
  

 

公共施設の更新で、 

直近５年平均と比較して、 

さらに、毎年約９億円 

必要となる推計結果と 

なっています。 
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②インフラ資産 

今後40年間、現在敷設している道路等をそのまま維持し続ける場合、40

年間で総額約1,634億円、年平均約41億円となります。 

 

【将来のインフラ資産の更新費用の推計】 

 
（出所：総務省公共施設等更新費用試算ソフトを用いて作成） 

 

特に今後40年間のうち、最初の10年間においてインフラ資産の更新費用

が495億円と最も多く要する推計結果となっています 
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③まとめ 

公共施設及びインフラ資産の更新費用の試算結果を合算したグラフは次

のとおりになります。 

今後40年間、公共施設及びインフラ資産をそのまま保有し続けることを前

提に総務省公共施設等更新費用試算ソフトを用いて試算すると、40年間で総

額約3,221億円、年平均約80億円となります。公共施設及びインフラ資産の

更新費用の試算結果のとおり、将来の更新費用が現状の投資額の水準を上回

っていることが推計されており、厳しい状況となっています。 

【将来の公共施設等の更新費用の推計】 

 

（出所：総務省公共施設等更新費用試算ソフトを用いて作成） 

特に今後40年間のうち、最初の10年間において公共施設等の大規

模改修及び建替えに伴う更新費用が1,005億円と最も多く要する推

計結果となっています。 
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第３章 市民意向の把握 

１ 市民アンケートの概要 

（１）アンケート実施目的 

本市では、公共施設の老朽化、人口減少・少子高齢社会の進展、厳しい財

政状況等を踏まえ、将来にわたって地域の実情にふさわしい、公共施設サー

ビスのあり方の検討する中で、市民の皆様の公共施設に関するお考えをお伺

いするためアンケートを実施しました。 

 

（２）アンケート方法 

   実施期間：平成28年７月１日～７月15日 

   配布方法：宇治市在住の18歳以上の3,000名を無作為抽出し調査票を郵送 

 

（３）回答状況 

    回答数：749名 回答率：25.0％ 

 

（４）実施結果の概要 

①公共施設の現状認識とあり方に関する質問 

公共施設の現状と課題について、公共施設の老朽化については80.4％の

方が、人口減少・少子高齢社会の進展については85.7％の方が、財政の状

況については81.7％の方がそれぞれ関心を持っていることがわかりまし

た。 

本市の将来のまちづくりを見据えた上で、今後の公共施設の総量につい

ては、47.5％の方が減らすべきであるとの意見 、22.4％の方が維持し続

けるべきであるとの意見 、3.5％の方が増やすべきであるとの意見となり

ました。 

今後の公共施設の方向性として、全ての施設において「現状維持」と回

答された方が最も多くなりました。 

そのような中、「減らす方向」と考える方の割合については「集会所」

40.4%が最も高く、次いで「青少年センター」34.5%、「隣保館（コミュニ

ティワークうじ館、こはた館）」32.2%、「公民館」32.2%、「ふれあいセン

ター」31.1%の順となりました。 

また、「増やす方向」と考える方の割合については「保育所」37.9%が最

も高く、「観光トイレ」32.6%、「デイホーム」27.4%、「駐輪場」24.8%、「

小中一貫校」22.0%の順となりました。 
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    公共施設の整備や施設の管理・運営などの手法について、実施すべきと

の意見で割合が高かった項目は「あまり利用されていない公共施設は廃止

又は縮小する。」87.3％、「機能が類似した施設は統合する。」87.1％、「公

共施設の機能の複合化や多機能化の手法を活用する。」82.4％、「現在の公

共施設を計画的に改修するなどして、できるだけ長い間使用する」72.5％

、「今後、公共施設の建替えなどに多額の費用が必要になるときに備え、

計画的に基金(貯金)を蓄える。」79.1％、「利用していない土地や施設を売

却、賃借して収入を得る。」87.2％、「施設を更新する場合は、施設用途や

ニーズの変化に柔軟に対応できるものとする。」85.8％となりました。 

一方、実施すべきとの意見で割合が低かった項目は「利用者が少ない施

設は費用をかけてでも、施設サービスを充実させる。」12.7％、「コストを

削減するために、運営内容や運営時間などのサービス水準を引き下げる。」

29.8％となりました。 

 

②公共施設の利用状況と重要性に関する質問 

公共施設の利用状況について、32種類のうち、利用するとの回答 が30

％を超える施設は「集会所」、「コミュニティセンター」、「文化会館（文化

センター）」、「図書館」、「源氏物語ミュージアム」、「黄檗公園／西宇治公

園(体育館、プール含む)」、「植物公園」の７種類、利用しないとの回答 が

70％を超える施設は25種類となりました。 

また、利用しないと回答された方の理由については、大半の施設におい

て「利用する必要がない」、「施設があることを知らなかった」が多数とな

りました。 

利用状況に関わらず重要だと思う（必要がある）公共施設について、「

図書館」が最も高く81.8％の方が「重要だと思う」意見となり、次いで「

文化会館（文化センター）」62.3％、「駐輪場」59.4％、「集会所」58.6％

の順となりましたが、施設の設置目的や経過、利用状況等に関わらず、ア

ンケートの結果としては「重要だと思う」割合の低い施設もありました。 

地区別にみると、コミュニティセンターやふれあいセンター等で、近く

に住む地域の方の重要だと思う割合が高い傾向にありました。 
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２ 公共施設のあり方を考える市民懇談会等について 

本市の公共施設等の状況について、市民への周知や情報共有を行うとともに

、公共施設等のあり方について市民とともに考える市民懇談会等を開催しまし

た。 

（１）市民懇談会 

開催場所 開催日時 参加人数 

槇島コミュニティセンター 平成28年12月17日（土） ８人 

西小倉コミュニティセンター 平成28年12月17日（土） 11人 

南宇治コミュニティセンター 平成28年12月23日（祝） 15人（内、傍聴４人） 

東宇治コミュニティセンター 平成28年12月23日（祝） 30人 

うじ安心館 平成28年12月23日（祝） 14人（内、傍聴１人） 

 

（２）大学生・高校生 

開催場所 開催日時 参加人数 

京都文教大学地域入門 平成28年10月21日（金） 約400人 

高校生「めっ茶、好きやねん！！～宇治

に届け～」 

平成29年１月17日（火） 10人 

 

（３）出前懇談会 

平成29年２月15日（水）以降実施 

 

（４）その他 

開催場所 開催日時 参加人数 

子育て広場（ひあ西小倉） 平成28年12月13日（火） ５人 

子育て広場（ぶんきょうにこにこルーム） 平成29年１月25日（水） ９人 

子育て広場（りぼん） 平成29年１月26日（木） 14人 

保護者としての意見（連合育友会） 平成29年２月２日（木） 31人 

民生児童委員協議会 平成29年２月以降  
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第４章 本市の公共施設等を取り巻く状況 

１ 今後の人口推移 

（１）人口減少 

本市の推計人口は、平成27年（2015年）の191,402人が、平成57年（2045

年）には157,674人まで減少する見込みです。 

今後人口が減少することを踏まえながら、公共施設のあり方を見直す必要

があります。 

 

（２）少子高齢化 

人口減少が進行する中で、平成57年（2045年）には、年少人口は16,737人

（平成27年比36.7％減少）、生産年齢人口は84,649人（平成27年比26.2％減

少）、老年人口は56,288人（平成27年比12.0％増加）と人口が減少するだけ

でなく、年齢階層別の人口構成が変化することが予想されます。また高齢化

も更に進行し、平成57年（2045年）に高齢化率は35.7％を迎えることが予想

されます。このような人口構成の変化を見据えて、将来の需要を見通し、公

共施設の再編についても検討していく必要があります。 

 

２ 財政状況の概要 

（１）歳入、歳出状況 

本市の今後の財政状況については、人口減少等による市税収入への影響を

踏まえ、後年度の負担となる市債発行や、年度間の財源調整を行う基金の現

在高のバランスなどに配慮しながら、健全かつ持続可能な財政運営となるよ

うに努める必要があります。 

また、歳出に占める扶助費の割合が年々増加してきている現状に鑑みると、

公共施設及びインフラ資産の新規整備や、公共施設の大規模改修や修繕、耐

震化に係る財源を十分に確保することは非常に厳しい状況となっています。

そのため公共施設のあり方、維持管理の効率化、施設運営の見直しについて

もあわせて検討する必要があります。 

さらに、公共施設及びインフラ資産のうち道路、橋りょう、上下水道及び

公園便所の過去５年間の投資的経費（公共施設にかかる既存更新分、新規整

備分及び用地整備分の合計）の年平均は約 55 億円です。これに対して、今

後 40 年間、公共施設及びインフラ資産のうち道路、橋りょう、上下水道及

び公園便所をそのまま保有し続けることを前提に更新費用を試算すると、総
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額約 3,221 億円、年平均約 80 億円となり、約 1.5 倍の更新費用がかかり、

更新費用が直近 5年平均より、さらに毎年約 26 億円ずつ必要となる推計結

果となっています。このように、公共施設及びインフラ資産の新規整備に係

る財源や、公共施設の大規模改修や修繕、耐震化に係る財源を十分に確保す

ることは非常に厳しい状況となっています。そのため公共施設のあり方その

ものの見直しや、公共施設等の維持管理経費の削減についてもあわせて検討

する必要があります。 

 

３ 公共施設等の概要 

（１）公共施設の整備状況 

本市の公共施設は279施設、面積（総延べ床面積）は381,082.41㎡で、市

民一人当たりでは約2.0㎡となっています。 

施設数では、市民文化系施設が142施設（全施設の50.9％）で最も多く、

次いで学校教育系施設35施設（全施設の12.5％）、その他施設26施設（全施

設の9.3％）となっています。なお、市民文化系施設は、各地区にある集会

所がその大半を占めています。また、延床面積では、学校教育系施設が

194,324.64㎡（全施設の51.0％）で最も多く、次いで市営住宅48,904.29㎡

（全施設の12.8％）、行政系施設35,039.67㎡（全施設の9.2％）となってい

ます。 

 

（２）公共施設の老朽化・耐震化の状況 

本市における公共施設の築年数は平均32年となっており、公共施設を適時

適切に修繕した場合でも、建築物の標準的な耐用年数は60年（日本建築学会

「建築物の耐久計画に関する考え方」）とされていることから、過去に整備

した公共施設は、築後30年以上経過したものが137施設（全公共施設の約

49.1％）、面積では全施設の約56％となっており、老朽化対策が必要となっ

ています。 

また、現行の新耐震基準が施行された昭和56年５月以前に整備された公共

施設が約半数ありますが、幼児・児童・生徒の教育の場として、さらに地域

防災における緊急時の避難場所としても位置付けられている小中学校や幼

稚園をはじめとして、保育所や市営住宅などの耐震の補強工事を優先的に実

施してきており、一部耐震化が未実施の公共施設があるものの市有建築物の

耐震化率は平成27年度末で90％以上を達成しています。今後も安全安心な公

共施設づくりのため耐震化が未実施の公共施設についても引き続き耐震化

を進めていく必要があります。 
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（３）公共施設の管理運営状況 

公共施設の分析結果から、市民文化系施設や学校教育系施設、子育て支援

施設については平均的に維持管理経費が高くなっています。また公共施設の

運営状況については指定管理者制度が42施設となっており、多くが直営管理

となっています。 

今後については、老朽化する公共施設の長寿命化を図るとともに、民間活 

力の導入（PPP/PFI等）を進め、施設の管理運営の見直しを行い、効率化を

図ることにより、財政的負担を低減させる必要があります。 

 

（４）インフラ資産の整備状況 

本市のインフラ資産は、道路（一般道路、自転車歩行者道、農道、林道）

は総延長620,195ｍ、総面積3,286,297㎡、橋りょうは総延長3,524ｍ、総面

積24,876㎡、トンネルは４箇所、総延長1,001ｍです。 

上水道は昭和25年に給水を開始し、普及率99.5%、管路672㎞、浄水場６箇

所、配水池８箇所です。 

下水道（汚水）は昭和61年に供用を開始し、整備率88.4％、河川・排水路

は河川法の適用をうけるもの1,610m、公共下水道（雨水）が13,820m、都市

下水路4,480m、普通河川・その他水路119,110mです。 

ため池は３施設、公園は500施設、総面積554,924㎡となっています。 

これらインフラ資産の多くは老朽化が進行しており、今後更新費用の増大

が見込まれるものの、市民に安全・安心にサービスを提供し続けるためには、

更新費用の増大を抑制する必要があります。 

 

４ 市民意向 

市民の公共施設に関する考え方を聞くために実施した市民アンケートや、市

民懇談会等での意見を踏まえるとともに、各公共施設等の現状や設置目的・経

過、利用状況もあわせて、今後の公共施設等の方向性や管理方法を検討してい

く必要があります。 

また、市民アンケート結果を見ると、各施設の役割等について十分に市民に

周知できているとは言えないことから、今後も市民への周知に努める必要があ

ります。さらに市民懇談会の参加人数を見ると、公共施設に対する関心は高い

とは言えないことから、市民の公共施設そのものに対する関心を高め、将来の

まちづくりを見据えた公共施設のあり方について、「市民もともに考える機運」

を高める取組も必要です。  
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【本市の公共施設等の現状と課題】 

 

  

公共施設

等の状況 

人口推移 

財政状況 

現状 

 公共施設の老朽化・耐震性能が懸念

される 

 インフラ資産についても老朽化への

対策が必要になる 

課題 

 公共施設保有量の見直し 

 老朽化・耐震化への対応 

 維持管理の効率化と施設運営の見直し 

 インフラ資産の長寿命化 

 人口減少が進行 

 少子高齢化が進行 

 人口減少、少子高齢化を見据えた公共

施設のあり方 

 人口減少に伴う市税収入への影響が

ある。 

 公共施設及びインフラ資産の新規整

備や、施設の大規模改修や修繕、耐

震化に係る財源を十分に確保するこ

とが非常に厳しい状況になっている 

 健全かつ持続可能な財政運営の実施 

 公共施設の維持管理経費の削減 

 

市民意向 

 公共施設の総量は減らすべきである 

 公共施設の統合を積極的にすべきで

ある 

 公共施設の方向性の見直し 

 公共施設の管理手法の見直し 
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第５章 公共施設等全体の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針 

１ 公共施設等の管理に関する基本方針 

本市の公共施設等の現状と課題を踏まえ、公共施設等の管理に関して次の基

本方針を定めます。 

 

（１）宇治への愛着の醸成と市民による「ふるさと宇治」の創生のためのまち

づくり、市民参画 

 今後の公共施設等のあり方を検討していく上では、市民参画・協働が重要

となります。そのため、市民が参画する機会を確保し、協働によるまちづ

くりを推進していきます。 

 人口減少、高齢社会の進展による人口構造の変化や変化する市民ニーズを

踏まえて、公共施設等に求められる機能（サービスの内容）の見直しを行

います。 

 公共施設は全市的な施設と、地域に密着した施設に区分されます。全市的

な施設は目的別に検討し、地域に密着した施設は地域別に検討することで、

地域住民や地域コミュニティとともに今後の公共施設のあり方を検討して

いきます。 

 

（２）施設性能の保全 

 今後も保有し続ける公共施設等については、ライフサイクルコスト（LCC）

を意識しながら、計画的な予防保全（修繕・改修）及び長寿命化により公

共施設の耐久性を向上させます。 

 日常点検等を実施し、日々の施設の安全性の確保に努めます。 

 必要に応じて専門的な点検・診断を行う仕組みを整え、その結果に基づき、

優先順位を定めて計画的な保全事業を実施していきます。 

 大規模地震に備え適宜、耐震化を推進していきます。 

 建替えや大規模改修時には、バリアフリー化に努めます。 

 

（３）公共施設総量の適正化 

 これまで提供してきたサービス水準を可能な限り維持するために必要な施

設は整備します。ただし、人口減少に応じて発生する公共施設の余剰スペ

ース、施設の有効活用を図ることを目的に更新時には規模を縮小、あるい

は類似機能の統合、他機能との複合化等を推進して公共施設総量の適正化

を図ります。また、新規整備の際には可能な限り複合化等を検討していき
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ます。 

 適正化については公共施設総量を今後 30 年間で延べ床面積ベース最大〇

〇％削減することを目標とします。なお、インフラ資産については市民生

活の基盤となるため削減目標は掲げず、今後の人口動向やまちづくりの展

望を見据えながら、保有量の適正化に努めます。 

 

（４）財政的負担の低減 

 厳しい財政状況のもと公共施設の健全かつ持続可能な財政運営を推進する

ため、地方公会計の観点から財務諸表を活用した分析を行い、適正な維持

管理経費の執行に努めます。 

 老朽化する公共施設等の適切な保全や長寿命化を図り、中長期的な観点か

ら維持管理経費の削減に努めます。 

 指定管理者や民間事業者のノウハウを活用する等の取組を進め、施設の管

理運営面からの改善を図ります。また、新規整備にあたっては PPP/PFI な

ど民間活力の導入を推進するとともに、複合化等による整備費や維持管理

経費の削減に努めます。 

 受益者負担の観点から、無料施設や駐車場の有料化等を検討します。 

  



45 

２ 公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

公共施設等の管理に関する基本方針を着実に実行するために、公共施設等の

管理に関する基本的な９つの実施方針を定めます。 

 

（１）点検・診断等の実施方針 

①公共施設 

公共施設の適時・適切な保全等のためには、計画的に点検・診断を行い、

施設の状況を適時・適切に把握することが前提となります。 

今後、公共施設の長寿命化に繋がるよう適切な管理を行い、ライフサイク

ルコスト（LCC）の削減を図る観点で、各施設の状況を踏まえ、「予防保全」

の考え方による点検・診断等を必要に応じて行います。 

 

②インフラ資産 

道路・橋りょう・トンネル・上水道・下水道等のそれぞれの分野において

必要なインフラ資産の規模等を踏まえ、個別の長寿命化計画等に基づき、効

果的・効率的な点検・診断を実施します。 

 

（２）維持管理・修繕・更新等の実施方針 

①公共施設 

公共施設の維持管理経費は「当初建築費用及び大規模改修等からなる資産

の減価償却費＋施設整備財源としての市債に係る利息＋維持管理費」からな

ります。 

したがって、公共施設の維持管理経費を低減させるためには、当初建築費

とともに維持管理経費を適正化することが必要になります。 

そこで、効果的・効率的な維持管理・修繕・更新等については次の取組を

行います。 

 公共施設の更新の際には、施設類型をまたがった公共施設の複合化など

による効果的・効率的な整備を検討します。 

 今後も維持していく公共施設については、事後保全ではなく、予防保全

の考え方を取り入れ、保全を行います1。 

 公共施設の改修、新築時、設備更新時には、費用対効果等を考慮した上

で、省エネルギーに資する運用改善や高効率機器の導入を検討します。 

                         
1 例えば、耐震工事の際に更新時期の近い設備等の更新を行うことや、天井内の配管を更新する

際には天井撤去に伴う関連の工事を同時に行うことなどにより、関連する他の保全工事を同時に

行うことにより、工事の重複を少なくし、工事費を削減します。 
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②インフラ資産 

道路・橋りょう・トンネル・上水道・下水道等のそれぞれの分野において

必要なインフラ資産の規模等を踏まえ、日常的・定期的な点検により判明し

た不具合には迅速に対応するとともに、個別の長寿命化計画等に基づき、効

果的・効率的な維持管理・修繕・更新等を行います。 

 

（３）安全確保の実施方針 

①公共施設 

継続して保有する公共施設は、市民の皆様が安全に利用できるように配慮

する必要があります。そこで、次の取組を行います。 

 劣化・損傷などにより安全面での危険性が認められた箇所は、応急対応

とともに、適時に修繕等の対応を行います。 

 不要となった公共施設については、資源の再利用等を十分に検討した上

で周囲の住民の皆様への安全性などを考慮して、適時・適切に除却しま

す。 

 

②インフラ資産 

市民の皆様が日常的に使うインフラ資産は、損傷等安全に利用できるよう

に配慮する必要があります。そこで、日常的・定期的な点検により判明した

劣化・損傷などにより安全面での危険性が認められた箇所については、迅速

に修繕等の対応を行います。 

 

（４）耐震化の実施方針 

①公共施設 

安全確保の実施において特に重要となるのが耐震化です。地震などの災害

時に備えて十分な耐震性能が確保される必要があります。そのため、耐震診

断の結果等を踏まえて、十分な耐震性能の確保を図ります。 

耐震性能確保の方策検討の際には、公共施設自体の必要性等を見直した上

で、他の公共施設との集約を含めた建替え、耐震補強、休止や廃止など複数

の選択肢から効果的・効率的な対策を検討します。 

また、地震時に防災活動拠点となる建築物が多く、耐震化の必要性が高い

ことから、耐震化率 100％を目指すべき指標（耐震改修促進計画の市有建築

物の目標：平成 37 年度末まで）とし、効果的・効率的な施策展開を図りま

す。 
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②インフラ資産 

インフラ資産についても耐震化は重要であり、大規模地震発生時において

もライフラインを市民の方々に提供できるように、道路・橋りょう・トンネ

ル・上水道・下水道等のそれぞれの分野において必要なインフラ資産の規模

等を検討した上で個別の長寿命化計画等を策定し、当該計画に基づいた耐震

化等の対応を行います。 

 

（５）長寿命化の実施方針 

①公共施設 

公共施設の維持管理経費は「当初建築費用及び大規模改修等からなる資産

の減価償却費＋施設整備財源としての市債に係る利息＋維持管理費」からな

りますが、公共施設の使用年数を長くすることによって維持管理経費を低減

することができます。 

そのため、長寿命化対策を計画的に行い、使用年数の延長を図ることを検

討します。 

この点、社団法人日本建築学会編「建築物の耐久計画に関する考え方」に

よると公共施設の躯体の使用年数については、高品質の鉄筋コンクリート造

の場合は 100 年以上、普通品質の場合は 60 年以上とすることが望ましいと

されています。これを参考として、施設評価を踏まえた優先度を設定した上

で、一定の公共施設については積極的に長寿命化を図り、60 年以上の使用年

数の確保に努めることとします。 

また、公共施設の長寿命化のためには、公共施設のハード面の長期化だけ

でなく、施設類型といったソフト面の対応力を高めるべく、将来の公共施設

へのニーズの変化に柔軟に対応する必要があります。そこで、公共施設を整

備する際には、維持管理の容易な設計を検討するとともに、類型変更や区画

変更が容易な設計を検討することによって、将来の社会環境や市民ニーズの

変化への対応力を高めます。 

※既に策定済の個別の長寿命化計画 

 宇治市公営住宅等長寿命化計画 

 

②インフラ資産 

道路・橋りょう・トンネル・上水道・下水道等のそれぞれの分野において

必要なインフラ資産の規模等を踏まえ、今後策定する計画も含めた個別の長

寿命化計画＊等に基づいた長寿命化を行います。 

※既に策定済の個別の長寿命化計画 

 宇治市橋梁長寿命化修繕計画 
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（６）総量適正化の推進方針 

①公共施設 

人口減少、現状の公共施設の利用状況及び将来の財政負担から勘案すると、

全ての公共施設を維持更新することは困難であると考えられます。そのため、

市民サービスを将来にわたって提供するためには、公共施設総量の削減が必

要です。 

そこで、地域活性化の観点は意識しつつも、公共施設（機能）の統合、複

合化、廃止等を検討する公共施設の適正化を進めるため、次の取組を行いま

す。 

 当初の設置目的にとらわれず、現在及び将来の市民のニーズを踏まえた

公共施設の再編を検討します。 

 人口の地域偏在を踏まえた公共施設の適正な配置を検討します。 

 利用者が一部に限られる公共施設は、地域主体の地域運営を検討します。 

 民間事業者で代替可能な事業は、「公共施設」というハコモノにとらわ

れず、事業の民営化や外部委託などを検討します。 

 市の敷地や空きスペースを含めた公共施設の有効活用について、民間施

設への入居や合築等についても検討します。 

 全ての類型の公共施設を本市で整備するのではなく、国・府・周辺市と

の広域連携の可能性を検討します。 

 公共施設の更新時には複合化等を進めることや一時的に民間施設の賃

借利用を行うことを検討します。 

 新規に公共施設を建設する際には削減目標値を十分踏まえ総量の適正

化を図ることを検討した上で実施します。 

 民間活力の導入推進を含めた効果的・効率的な管理運営・整備手法とし

て、PPP/PFI の導入などについても検討します。 

 

②インフラ資産 

インフラ資産については現状提供しているサービス水準を維持するもの

の、人口減少、財政状況などを踏まえ、次の取組を行います。 

 整備にあたっては、必要性や事業効果等を検討した上で整備を行います。 

 民間活力の導入推進を含めた効果的・効率的な管理運営・整備手法とし

て PPP/PFI の導入などについても検討します。 
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（７）総合的かつ計画的な管理を実現するための個別施設管理実施計画の策定 

及び体制の構築方針 

総合管理計画を着実に実現するためには、全庁的組織である「宇治市都市

経営戦略推進本部会議」による総合管理計画全体の進捗管理とあわせて、こ

れまでに示した各種方針に沿った個別施設管理実施計画の策定及び実施が

重要な役割を担います。 

 各公共施設の状況に応じて、施設の所管課で策定する個別施設管理実施

計画は、総合管理計画で掲げる公共施設全体の削減目標値を踏まえなが

ら、これまでに示した各種方針に沿って具体的な内容や年次計画を策定

します。 

 個別施設管理実施計画の策定において、他の類似する施設と機能を複合

化等により、効果的・効率的な運営が可能な施設が想定される場合は、

部署間の組織横断的な連携体制を構築し検討を進めます。 

 個別施設管理実施計画の策定において、新設・再編・更新・統廃合・複

合化・長寿命化等を検討する際に、全庁的な調整が必要な場合は、「宇

治市都市経営戦略推進本部会議」において、本計画との整合性や、市全

体の観点からの効果的・効率的な整備手法などについて、検討すること

とします。 
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（８）個別施設管理実施計画のマネジメント実施方針 

個別施設管理実施計画を効果的・効率的に実行するとともに、その時々に

即した状況へと対応する必要性から PDCA サイクルに基づいたマネジメント

を行い、必要に応じて、見直しを図ります。 

なお、計画の実行にあたっては、様々な情報の公開・提供などにより、市

民への丁寧な説明に努めます。 

 

【PDCA サイクル概念図】 

 

 

（９）今後の公共施設等アセットマネジメント方針 

公共施設等アセットマネジメントを今後着実に進めていくためには、最新

データの把握ととともに、施設情報の開示についても重要であると考えます。 

具体的には、公共施設等に関するストック情報（所在、構造、面積、建築

年、耐震補強、修繕、改修実績など）、費用情報（建設費、維持管理費、運

営費、減価償却費など）、利用情報（利用者数、利用属性（性別、地域別、

団体別）、利用率など）の情報です。 

一方で、地方公会計制度による固定資産台帳の整備が必要となっています

が、これらの台帳情報は公共施設等アセットマネジメントに多くの部分で活

用が可能であることから、今後の公共施設等のアセットマネジメントにあた

っては、この固定資産台帳データ等を十分活用しながら進めていくこととし

ます。  
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第６章 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

「第５章 公共施設等全体の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方

針」で示した内容により施設等の見直しなどを行っていきますが、施設の類型

ごとの基本的な方針を次のとおり定めます。 

 

１ 市民文化系施設 

(１)集会施設（集会所）       

① 施設の概要 

集会施設（集会所）は、地域コミュニティの活性化を図るため、各種地域

活動を行う施設であり、132施設あります。 

その中には、築年数が30年を過ぎ、今後30年で更新時期を迎える施設が76

施設（面積比57％）あり、そのうち、耐震補強が必要な施設は24施設ありま

す。 
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【施設一覧】 

※建築物が複数ある場合、「竣工」はそのうち、代表的な建築物のものです。 

※耐震補強の「－」については、昭和56年5月以降の建築物、または昭和56年5月以前の建

築物で耐震診断の結果、耐震補強が不要のものです。（以下、この章において同様） 

 

 

分類 施設名
延べ床

面積（㎡）
竣工年度 耐震補強

槇島集会所 129.60 昭和45年 -

六地蔵公会堂 163.65 昭和47年 -

広野集会所 51.60 昭和49年 -

矢落集会所 59.13 昭和49年 -

砂田集会所 85.14 昭和50年 -

若宮集会所 57.91 昭和50年 -

西山集会所 56.77 昭和50年 -

南山集会所 53.77 昭和50年 -

三室戸集会所 57.96 昭和51年 -

中ノ田集会所 52.65 昭和51年 -

名木集会所 48.60 昭和51年 -

広野丸山集会所 52.16 昭和53年 -

伊勢田北集会所 56.70 昭和54年 -

南遊田集会所 64.80 昭和54年 -

名木西集会所 63.02 昭和54年 -

笠取集会所 140.77 昭和55年 -

中木幡集会所 23.35 昭和55年 -

笠取南部集会所 104.34 昭和56年 -

蔭山集会所 52.99 昭和56年 -

広野宮谷集会所 57.96 昭和56年 -

車田集会所 57.96 昭和56年 -

城南荘集会所 246.62 昭和56年 -

神明集会所 52.99 昭和56年 -

川東集会所 156.08 昭和56年 -

南部福角集会所 54.24 昭和56年 -

落合集会所 68.73 昭和56年 -

一番割集会所 49.69 昭和57年 -

上権現集会所 80.00 昭和57年 -

登り集会所 57.96 昭和57年 -

平尾集会所 49.69 昭和57年 -

宇治野神集会所 51.34 昭和58年 -

羽拍子集会所 49.69 昭和58年 -

広野寺山集会所 71.69 昭和58年 -

西川原集会所 234.35 昭和58年 -

折居台北集会所 67.18 昭和58年 -

琵琶台集会所 165.62 昭和58年 -

宇治橋通集会所 67.00 昭和59年 -

集会施設
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分類 施設名
延べ床

面積（㎡）
竣工年度 耐震補強

市役所前集会所 50.51 昭和59年 -

168.84 昭和59年 -

福角集会所 52.90 昭和59年 -

北広野集会所 51.34 昭和59年 -

戸ノ内集会所 50.51 昭和60年 -

折居台南集会所 71.63 昭和60年 -

南陵南集会所 69.55 昭和60年 -

六地蔵南集会所 50.11 昭和60年 -

西岡屋会館 122.88 昭和60年 -

伊勢田南集会所 56.72 昭和61年 -

羽戸山集会所 185.68 昭和61年 -

御廟集会所 66.75 昭和61年 -

折居台東集会所 80.74 昭和61年 -

老ノ木集会所 52.17 昭和61年 -

槇島十一集会所 56.72 昭和61年 -

五ケ庄東集会所 54.65 昭和62年 -

西浦東集会所 49.68 昭和62年 -

西目川集会所 55.48 昭和62年 -

南大久保集会所 49.68 昭和62年 -

天神台集会所 124.56 昭和63年 -

木幡檜尾集会所 54.65 昭和63年 -

78.66 昭和63年 -

大開集会所 66.86 平成元年 -

南山南集会所 69.57 平成元年 -

西広野集会所 59.02 平成元年 -

南堀池集会所 56.31 平成元年 -

下村集会所 54.65 平成2年 -

広芝集会所 66.24 平成2年 -

五ケ庄南集会所 115.84 平成3年 -

尖山集会所 66.24 平成3年 -

大和田集会所 97.72 平成3年 -

54.65 平成3年 -

伊勢田集会所 150.71 平成4年 -

平尾台西集会所 147.77 平成4年 -

春日森集会所 49.69 平成6年 -

東目川集会所 57.96 平成6年 -

平盛集会所 56.31 平成6年 -

紫ケ丘集会所 140.78 平成7年 -

平尾台東集会所 149.92 平成7年 -

広野三軒家集会所 75.36 平成8年 -

寺山台集会所 112.62 平成8年 -

中畑集会所 128.16 平成8年 -

宮西集会所 57.97 平成10年 -

御蔵山集会所 162.31 平成10年 -

砂田北集会所 72.45 平成10年 -

集会施設
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分類 施設名
延べ床

面積（㎡）
竣工年度 耐震補強

広岡谷集会所 54.65 平成11年 -

広野友が丘東集会所 122.97 平成11年 -

須留集会所 48.03 平成11年 -

吹前集会所 99.84 平成12年 -

志津川集会所 94.40 平成13年 -

南木幡集会所 57.96 平成13年 -

明星集会所 170.58 平成13年 -

蔭山東集会所 66.24 平成14年 -

米阪集会所 68.94 平成14年 -

三室戸北集会所 127.52 平成15年 -

大林集会所 69.56 平成15年 -

平町集会所 70.38 平成15年 -

開集会所 101.85 平成16年 -

御園集会所 57.60 平成16年 -

広野成田集会所 68.99 平成16年 -

東堀池集会所 65.02 平成16年 -

御蔵山南集会所 88.77 平成17年 -

大和田西集会所 57.33 平成17年 -

大開西集会所 76.17 平成18年 -

平尾南集会所 90.08 平成18年 -

平尾北集会所 116.76 平成19年 -

里尻集会所 57.97 平成19年 -

77.43 平成20年 -

平尾東集会所 169.90 平成21年 -

三番割集会所 92.74 平成22年 -

木幡北畠集会所 58.50 平成23年 -

南小倉集会所 73.26 昭和44年 未実施

緑ケ原集会所 107.46 昭和46年 未実施

槇島三軒家集会所 110.16 昭和46年 未実施

西小倉集会所 162.30 昭和49年 未実施

西大久保集会所 181.81 昭和50年 未実施

南陵集会所 49.42 昭和50年 未実施

蓮池中集会所 72.87 昭和50年 未実施

下居集会所 59.56 昭和51年 未実施

奥広野集会所 51.87 昭和51年 未実施

玉池集会所 134.13 昭和51年 未実施

妙楽集会所 54.65 昭和51年 未実施

安田町集会所 51.75 昭和52年 未実施

新半白集会所 68.42 昭和52年 未実施

一ノ坪集会所 69.97 昭和53年 未実施

西木幡集会所 82.62 昭和53年 未実施

南広野集会所 68.04 昭和54年 未実施

伊勢田西集会所 71.21 昭和54年 未実施

堀池集会所 52.99 昭和54年 未実施

東木幡集会所 53.82 昭和55年 未実施

集会施設



55 

 

 

② 現状と課題 

耐震診断の結果、耐震補強が必要と診断された施設は24施設あり、耐震性

能を確保することが課題となっています。 

耐震補強が必要と診断された以外の施設でも、竣工から30年が経過してい

る施設も多くあるため、今後、施設の長寿命化が課題となっています。 

また、集会所によっては利用状況が様々であり、集会所再生プランの理念

に基づき、改めて検討する必要があります。 

 

③ 基本的な考え方 

耐震補強未実施の施設は、施設の必要性等を見直した上で、削減目標値を

踏まえ、他の公共施設との集約を含めた建替え、耐震補強、休止や廃止など

複数の選択肢から対策を検討します。 

耐震補強未実施以外の施設は、施設の修繕費等を低減させるために、長寿

命化対策を計画的に行い、使用年数の延長を図ることを検討します。 

また、市民サービスを将来にわたって提供するために他の施設機能との統

合、複合化、類似施設の活用あるいは地元団体への移管による公共施設の適

正な配置及び効率的な管理運営を行うとともに、利用されていない時間帯を

他の目的で利用するなど施設の有効活用についても検討します。 

  

分類 施設名
延べ床

面積（㎡）
竣工年度 耐震補強

白川集会所 206.28 昭和55年 未実施

半白集会所 49.67 昭和55年 未実施

木幡熊小路集会所 83.63 昭和56年 未実施

蓮池集会所 66.25 昭和56年 未実施

小根尾集会所 64.38 昭和56年 未実施

集会施設

 

公共施設等総合管理計画検討委員会、市民懇談会、議会での意見等を踏まえ、

今後検討し初案を作成いたします。 
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(２)集会施設（コミュニティセンター等） 

① 施設の概要 

集会施設（コミュニティセンター等）は９施設あります。内訳は、市民相

互の交流と地域コミュニティの活性化を図るため各種地域活動を行う施設で

あるコミュニティセンターが４施設、市民が各種会合やスポーツ等に利用で

きる施設であるふれあいセンターが３施設、福祉の向上や人権啓発のための

住民交流を図る施設であるコミュニティワークうじ館、こはた館の２施設が

あります。 

各コミュニティセンターは、指定管理者制度で管理運営しています。 

これらの中には、築年数が30年を過ぎ、今後30年で更新時期を迎える施設

が３施設（面積比16％）あり、いずれも耐震補強が必要な施設です。 

 

【施設一覧】 

 
※１ 東宇治コミュニティセンターおよび東宇治図書館は複合施設です。 

※２  

※３ 平盛ふれあいセンターおよび大久保青少年センターは複合施設です。 

※４ コミュニティワークこはた館、河原集会所および木幡河原市営住宅は複合施設です。 

 

② 現状と課題 

耐震診断の結果、耐震補強が必要と診断された施設は３施設あり、耐震性

能を確保することが課題となっています。 

竣工から30年が経過している施設は、今後、施設の長寿命化が課題となっ

ています。 

 

 

 

 

 

分類 施設名
延べ床

面積（㎡）
竣工年度 耐震補強 備考

西小倉コミュニティセンター 791.86 昭和62年 -

東宇治コミュニティセンター 1,183.03 平成4年 - ※１

南宇治コミュニティセンター 960.99 平成7年 -

槇島コミュニティセンター 751.50 平成11年 -

326.00 昭和37年 未実施 ※２

伊勢田ふれあいセンター 346.00 昭和46年 未実施

平盛ふれあいセンター 307.00 昭和54年 未実施 ※３

コミュニティワークこはた館 511.04 平成14年 - ※４

コミュニティワークうじ館 967.38 平成19年 -

集会施設
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③ 基本的な考え方 

耐震補強未実施の施設は、施設の必要性等を見直した上で、削減目標値を

踏まえ、他の公共施設との集約を含めた建替え、耐震補強、休止や廃止など

複数の選択肢から対策を検討します。 

管理運営費の高い施設は、より効果的・効率的な運営方法による管理運営

費の削減に取り組むとともに、公平かつ適正な受益者負担の実現に向けた使

用料の見直しや利用者の増加に向けた取組も検討します。 

  

 

公共施設等総合管理計画検討委員会、市民懇談会、議会での意見等を踏まえ、

今後検討し初案を作成いたします。 
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(３)文化施設            

① 施設の概要 

文化施設は文化会館で、市民の文化の向上と社会教育の振興を図るための

施設であり、指定管理者制度で管理運営しています。 

なお、築年数が30年を過ぎ、今後30年で更新時期を迎えますが、耐震補強

の必要はありません。 

【施設一覧】   

 

※ 文化会館、中央図書館、中央公民館および歴史資料館は複合施設（文化センター）です。 

 

② 現状と課題 

築年数が竣工から30年を経過しているため老朽化の懸念があり、大規模な

改修や施設の長寿命化が課題となっています。また、施設の管理運営に多額

のコストを要しています。 

 

③ 基本的な考え方 

施設の修繕費等を低減させるために、長寿命化対策を計画的に行い、使用

年数の延長を図ることを検討します。 

また、高効率機器の導入など、省エネルギーに資する運用改善や使用料の

見直し、利用者の増加に向けた取組を検討します。 

   

  

分類 施設名
延べ床

面積（㎡）
竣工年度 耐震補強 備考

文化施設 文化会館 7,530.35 昭和59年 - ※

 

公共施設等総合管理計画検討委員会、市民懇談会、議会での意見等を踏まえ、

今後検討し初案を作成いたします。 
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２ 社会教育系施設 

(１)図書館            

① 施設の概要 

図書館は３施設あります。 

これらの中には、築年数が30年を過ぎ、今後30年で更新時期を迎える施設

として中央図書館（面積比66％）がありますが、耐震補強の必要はありませ

ん。 

【施設一覧】  

 
※１ 文化会館、中央図書館、中央公民館および歴史資料館は複合施設（文化センター）です。 

※２ 東宇治コミュニティセンターおよび東宇治図書館は複合施設です。 

※３ 西宇治図書館および西小倉地域福祉センターは複合施設です。 

 

② 現状と課題 

中央図書館は竣工から30年が経過しており、今後、施設の長寿命化が課題

となっています。 

管理運営費の削減と利用者数の増大、蔵書数の拡大、高度情報化社会への

対応（電子媒体による情報収集や提供）が課題となっています。 

   魅力ある図書館づくりを進めるため、「（仮称）宇治市図書館事業計画」を

策定するとともに、中央図書館において、平成29年４月から開館時間の延長

を実施します。 

 

③ 基本的な考え方 

施設の修繕費等を低減させるために、長寿命化対策を計画的に行い、使用

年数の延長を図ることを検討します。 

効果的・効率的な管理運営による管理運営費の削減や利用者の増加、図書

サービスの利便性向上に向けた取組を検討します。  

分類 施設名
延べ床

面積（㎡）
竣工年度 耐震補強 備考

中央図書館 1,786.94 昭和59年 - ※１

東宇治図書館 310.00 平成4年 - ※２

西宇治図書館 596.94 平成9年 - ※３

図書館

 

公共施設等総合管理計画検討委員会、市民懇談会、議会での意見等を踏まえ、

今後検討し初案を作成いたします。 
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(２)その他社会教育施設      

① 施設の概要 

その他社会教育施設は13施設あります。内訳は、社会教育（生涯学習）を

目的とした施設である公民館が５施設、学習・文化活動、遊びなどの生活を

通じた青少年の健全育成を図る施設である青少年センターが３施設、その他、

男女共同参画社会の実現に向けて中核となる施設である男女共同参画支援セ

ンターや、歴史・文化に親しんでいただくなどの施設である歴史資料館や源

氏物語ミュージアムなどの５施設となっています。 

これらの中には、築年数が30年を過ぎ、今後30年で更新時期を迎える施設

が９施設（面積比49％）あり、市民会館（宇治公民館）は耐震補強が必要な

施設です。 

※大久保青少年センター及び青少年指導センターは、耐震補強が必要な施

設であるが、それぞれ平盛ふれあいセンター及び 道ふれあいセンター

の複合施設であり、耐震の課題については、ふれあいセンターで記載し

ています。 

【施設一覧】 

 

※１ 文化会館、中央図書館、中央公民館および歴史資料館は複合施設（文化センター）です。 

※２ 平盛ふれあいセンターおよび大久保青少年センターは複合施設です。 

※３ 善法児童センターおよび善法教育集会所の複合施設です。 

※４ 河原児童センターおよび河原教育集会所の複合施設です。 

※５  

※６ 文化会館、中央図書館、中央公民館および歴史資料館は複合施設（文化センター）です。 

※７ 男女共同参画支援センター、観光案内所（ＪＲ宇治駅）、地域子育て支援基幹センター、 

   Ｈａｎａ花保育園、観光バリアフリー便所等および宇治駅前交番は複合施設（ゆめりあうじ）です。 

分類 施設名
延べ床

面積（㎡）
竣工年度 耐震補強 備考

木幡公民館 632.29 昭和55年 -

小倉公民館 550.49 昭和56年 -

中央公民館 1,246.44 昭和59年 - ※１

広野公民館 609.73 昭和60年 -

市民会館（宇治公民館） 1,566.23 昭和39年 未実施

大久保青少年センター 146.00 昭和54年 - ※２

善法青少年センター 1,209.36 昭和59年 - ※３

河原青少年センター 543.18 昭和62年 - ※４

青少年指導センター 374.00 昭和37年 - ※５

歴史資料館 1,267.41 昭和59年 - ※６

生涯学習センター 2,970.51 平成5年 -

源氏物語ミュージアム 2,939.94 平成10年 -

男女共同参画支援センター 1,312.87 平成14年 - ※７

その他社会
教育施設
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② 現状と課題 

耐震診断の結果、耐震補強が必要と診断された施設は、耐震性能を確保す

ることが課題となっています。 

竣工から30年が経過している施設は、今後、施設の長寿命化や施設のあり

方が課題となっています。 

管理運営費については、できる限り削減に取り組む必要があります。 

 

③ 基本的な考え方 

耐震補強未実施の施設は、施設の必要性等を見直した上で、削減目標値を

踏まえ、他の公共施設との集約を含めた建替え、耐震補強、休止や廃止など

複数の選択肢から対策を検討します。 

竣工から30年が経過している施設は、施設の修繕費等を低減させるために、

長寿命化対策を計画的に行い、使用年数の延長を図ることや、市民ニーズを

踏まえた公共施設の再編を検討します。 

市民サービスを将来にわたって提供するために他の施設機能との統廃合

や複合化による公共施設の適正な配置及び効率的な管理運営を検討します。

また、一部の施設では、民間活力の導入推進を含めた効果的・効率的な管理

運営による管理運営費の削減や公平かつ適正な受益者負担の実現に向けた

使用料の見直し、利用者の増加に向けた取組を検討します。 

  

 

公共施設等総合管理計画検討委員会、市民懇談会、議会での意見等を踏まえ、

今後検討し初案を作成いたします。 
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３ スポーツ・レクリエーション系施設 

(１)レクリエーション施設・観光施設   

① 施設の概要 

レクリエーション施設・観光施設は７施設あります。そのうち、総合野外

活動センターは、「自然とのふれあい、自然の中での交流」を目指した自然体

験型施設です。 

また、茶室対鳳庵は気軽に宇治茶・茶道を楽しんで体験していだく施設で、

植物公園は自然と緑に触れ、学び、楽しんでいただく施設です。 

観光センター、茶室対鳳庵、植物公園及び総合野外活動センターは、指定

管理者制度で管理運営しています。 

これらの中には、築年数が30年を過ぎ、今後30年で更新時期を迎える施設

として観光センター（面積比４％）がありますが、耐震補強の必要はありま

せん。 

【施設一覧】 

 
※ 男女共同参画支援センター、観光案内所（ＪＲ宇治駅）、地域子育て支援基幹センター、 

  Ｈａｎａ花保育園、観光バリアフリー便所等および宇治駅前交番は複合施設（ゆめりあうじ）です。 

 

② 現状と課題 

竣工から30年近く経過している施設は、今後、施設の長寿命化が課題とな

っています。 

一部の施設では、管理運営費が高く、その削減が課題となっています。 

特に、植物公園は開園20年を超え、そのあり方について検討する必要があ

ります。 

 

 

 

 

 

分類 施設名
延べ床

面積（㎡）
竣工年度 耐震補強 備考

観光センター 490.00 昭和56年 -

観光案内所（近鉄大久保駅） 15.00 昭和62年 -

観光案内所（ＪＲ宇治駅） 107.34 平成14年 - ※

天ケ瀬森林公園 236.52 昭和62年 -

茶室対鳳庵 86.22 平成4年 -

植物公園 4,732.66 平成6年 -

総合野外活動センター 6,844.98 平成10年 -

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設･
観光施設



63 

③ 基本的な考え方 

竣工から30年近くが経過している施設は、施設の修繕費等を低減させるた

めに、長寿命化対策を計画的に行い、使用年数の延長を図ることを検討しま

す。 

民間活力の導入推進を含めた効果的・効率的な管理運営による管理運営費

の削減や使用料の見直し、利用者の増加に向けた取組を検討します。 

また、他の公共施設や民間施設の有効活用についても検討します。 

  

 

公共施設等総合管理計画検討委員会、市民懇談会、議会での意見等を踏まえ、

今後検討し初案を作成いたします。 
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(２)スポーツ施設        

① 施設の概要 

いずれもスポーツ・レクリエーションを楽しんでいただく施設です。 

両施設とも、指定管理者制度で管理運営しています。 

これらの中には、築年数が30年を過ぎ、今後30年で更新時期を迎える施設

や耐震補強が必要な施設はありません。 

【施設一覧】 

 

※１ 黄檗公園には体育館、プール、野球場、弓道場、屋外便所が含まれています。 

※２ 西宇治公園には体育館、プールが含まれています。 

 

② 現状と課題 

竣工から30年近くが経過している施設は、今後は施設の長寿命化が課題と

なっています。 

管理運営費の削減や利用者数を増加させることが課題となっています。 

東宇治地域の防災拠点として位置付けている黄檗公園については、防災機 

能の向上を目指した体育館の耐震改修工事等を着実に進めていく必要があ

ります。 

 

③ 基本的な考え方 

施設の修繕費等を低減させるために、長寿命化対策を計画的に行い、使用

年数の延長を図ることを検討します。 

効果的・効率的な管理運営による管理運営費の削減や使用料の見直し、利

用者の増加に向けた取組を検討します。 

 

  

分類 施設名
延べ床

面積（㎡）
竣工年度 耐震補強 備考

黄檗公園 5,639.03 昭和63年 - ※１

西宇治公園 5,656.46 平成10年 - ※２
ｽﾎﾟｰﾂ施設

 

公共施設等総合管理計画検討委員会、市民懇談会、議会での意見等を踏まえ、

今後検討し初案を作成いたします。 
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４ 産業系施設          

① 施設の概要 

産業系施設は３施設あります。 

産業会館は、商工業の振興と産業の育成を目的とした施設であり、指定管理

者制度で管理運営しています。産業振興センターは、本市の産業の振興及び地

域情報化の推進を目的とした施設です。宇治ベンチャー企業育成工場は、もの

づくりベンチャー企業を育成する施設です。 

これらの中には、築年数が30年を過ぎ、今後30年で更新時期を迎える施設と

して産業会館（面積比28％）がありますが、耐震補強の必要はありません。 

【施設一覧】 

 
 

② 現状と課題 

竣工から30年を経過している施設は、今後、施設の長寿命化や施設のあり方

が課題となっています。 

一部の施設では、管理運営費の削減と稼働率を高めることが課題となってい

ます。 

 

③ 基本的な考え方 

施設の修繕費等を低減させるために、長寿命化対策を計画的に行い、使用年

数の延長を図ることを検討します。 

市民サービスを将来にわたって提供するために他の施設機能との統合や複

合化による公共施設の適正な配置及び効率的な管理運営を検討します。また、

効果的・効率的な管理運営による管理運営費の削減や使用料の見直し、利用者

の増加に向けた取組を検討します。 

  

分類 施設名
延べ床

面積（㎡）
竣工年度 耐震補強

産業会館 959.74 昭和61年 -

産業振興センター 964.27 平成16年 -

宇治ベンチャー企業育成工場 1,509.75 平成16年 -

産業系施設

 

公共施設等総合管理計画検討委員会、市民懇談会、議会での意見等を踏まえ、

今後検討し初案を作成いたします。 
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５ 学校教育系施設 

(１)小学校             

① 施設の概要 

小学校は21施設あります。（※宇治小学校は小中一貫校として記載） 

その中には、築年数が30年を過ぎ、今後30年で更新時期を迎える施設が20

施設（面積比93％）あります。 

これまでに耐震補強を実施しており、耐震補強が必要な施設はありません。 

【施設一覧】 

 
※１ 対象施設は平成26年度末時点の状況であるため、三室戸小学校については増築前の延床面積です。 

※２ 平盛小学校および平盛デイホームは複合施設です。 

※３ 小倉小学校および小倉デイホームは複合施設です。また、対象施設は平成26年度末時点の状況であるため、 

増築前の延床面積です。 

 

 

 

 

 

 

分類 施設名
延べ床

面積（㎡）
竣工年度 耐震補強 備考

北槇島小学校 5,319.22 昭和57年 -

笠取小学校 1,519.00 昭和58年 -

笠取第二小学校 1,619.48 昭和58年 -

大久保小学校 7,769.90 平成19年 -

4,790.53 昭和41年 実施済

木幡小学校 6,123.87 昭和42年 実施済

槇島小学校 5,608.14 昭和43年 実施済

西小倉小学校 5,434.00 昭和43年 実施済

西大久保小学校 5,430.42 昭和44年 実施済

南部小学校 5,196.76 昭和46年 実施済

神明小学校 5,283.81 昭和46年 実施済

御蔵山小学校 5,747.92 昭和47年 実施済

北小倉小学校 5,258.00 昭和47年 実施済

伊勢田小学校 5,527.00 昭和48年 実施済

岡屋小学校 5,276.00 昭和48年 実施済

三室戸小学校 4,331.00 昭和49年 実施済 ※1

平盛小学校 5,481.00 昭和49年 実施済 ※2

大開小学校 5,282.00 昭和50年 実施済

南小倉小学校 5,950.00 昭和52年 実施済

5,543.00 昭和54年 実施済

小倉小学校 5,962.10 昭和41年 実施中 ※3

小学校
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② 現状と課題 

多くの小学校は人口急増期の昭和40年代から昭和50年代に整備されたも

のであり、老朽化が進行しています。また、一部の小学校では児童数が減少

し、余裕教室が生じているとともに１学年１学級（学年単学級）となってい

る学校も見られます。今後もさらに児童数の減少が想定されることから、学

校規模の適正化が課題となっています。 

   また、小中一貫教育の推進に向けては、分散進学の解消などに、学校配置

の適正化が課題となっています。 

   文部科学省から、本計画を踏まえた個別施設計画の策定要請があります。 

 

③ 基本的な考え方 

「宇治市小中一貫教育と学校規模等の適正化の方向～ＮＥＸＵＳプラン

～」（平成19年策定）に基づき、小中一貫教育を中心とした教育システムの構

築や学校規模・配置の適正化、学校施設の整備を総合的に進めているところ

ですが、学校教育施設が地域コミュニティの中心となっていることを鑑み、

まちづくりの観点を踏まえて、さらなる地域開放や他の類型施設との複合化

などについても検討します。 

また、施設の老朽化が進行しているため、学校施設整備計画により長寿命

化の視点に立って改修を進めるとともに、今後、文部科学省から策定要請の

ある個別施設計画を策定し、学校規模・配置の適正化に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共施設等総合管理計画検討委員会、市民懇談会、議会での意見等を踏まえ、

今後検討し初案を作成いたします。 
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(２)中学校             

① 施設の概要 

中学校は９施設あります。（※黄檗中学校は小中一貫校として記載） 

全ての施設で築年数が30年を過ぎ、今後30年で更新時期を迎えます。 

これまでに耐震補強を実施しており、耐震補強が必要な施設はありません。 

【施設一覧】 

 

 

② 現状と課題 

生徒数のさらなる減少が想定され、学校規模・配置の適正化が課題となっ

ています。また、すべての中学校が昭和50年代以前に整備されたものであり、

老朽化が進行しています。 

文部科学省から、本計画を踏まえた個別施設計画の策定要請があります。 

 

③ 基本的な考え方 

「宇治市小中一貫教育と学校規模等の適正化の方向～ＮＥＸＵＳプラン

～」（平成19年策定）に基づき、小中一貫教育を中心とした教育システムの構

築や学校規模・配置の適正化、学校施設の整備を総合的に進めているところ

ですが、学校教育施設が地域コミュニティの中心となっていることを鑑み、

まちづくりの観点を踏まえて、さらなる地域開放や他の類型施設との複合化

などについても検討します。 

また、施設の老朽化が進行しているため、学校施設整備計画により長寿命

化の視点に立って改修を進めるとともに、今後、文部科学省から策定要請の

ある個別施設計画を策定し、学校規模・配置の適正化に取り組みます。 

  

分類 施設名
延べ床

面積（㎡）
竣工年度 耐震補強

槇島中学校 5,498.00 昭和56年 -

広野中学校 7,514.00 昭和58年 -

東宇治中学校 9,724.65 昭和37年 実施済

西宇治中学校 7,001.18 昭和42年 実施済

北宇治中学校 6,911.20 昭和46年 実施済

木幡中学校 7,982.00 昭和48年 実施済

宇治中学校 8,534.70 昭和50年 実施済

南宇治中学校 7,580.00 昭和50年 実施済

西小倉中学校 7,413.50 昭和52年 実施済

中学校

 

公共施設等総合管理計画検討委員会、市民懇談会、議会での意見等を踏まえ、

今後検討し初案を作成いたします。 
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(３)小中一貫校           

① 施設の概要 

小中一貫校は宇治小学校・黄檗中学校（宇治黄檗学園）です。 

なお、耐震補強が必要な施設ではありません。 

【施設一覧】 

 

 

② 現状と課題 

「宇治市小中一貫教育と学校規模等の適正化の方向～ＮＥＸＵＳプラン

～」（平成19年策定）に基づき、現状の小中学校の課題への対応として整備

した施設であり、効果的・効率的な管理運営について今後も検討が必要とな

ります。 

 

③ 基本的な考え方 

本市における小中一貫校として、施設の維持管理に関して、引き続き、効

果的・効率的な管理運営に努めます。 

長期的に使用することを前提として、将来的な修繕等についても検討しな

がら長寿命化を図ります。 

  

分類 施設名
延べ床

面積（㎡）
竣工年度 耐震補強

小中一貫校 宇治小学校・黄檗中学校（宇治黄檗学園） 15,624.91 平成23年 -

 

公共施設等総合管理計画検討委員会、市民懇談会、議会での意見等を踏まえ、

今後検討し初案を作成いたします。 
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(４)幼稚園             

① 施設の概要 

公立幼稚園は４施設あります。 

全ての施設で築年数が40年を過ぎ、今後20年で更新時期を迎えます。 

これまでに耐震補強を実施しており、耐震補強が必要な施設はありません。 

   また、東宇治幼稚園では、余裕教室を活用した家庭的保育事業（平成29年

度より小規模保育事業）を実施しています。 

 

【施設一覧】 

 

 

② 現状と課題 

社会情勢等による保護者ニーズの変化などにより、公立幼稚園は、定員を

大きく下回る園児数となっています。少子化のさらなる進展が想定される中、

本市における公立幼稚園の意義と役割を含む今後の公立幼稚園が目指す就

学前教育の効果的な実施にかかる体制や施策等について、検討が必要であり、

現在、宇治市立公立幼稚園検討委員会で、これらの課題に対する方策を議論

いただいています。 

   また、すべての幼稚園が竣工から40年を経過しており、老朽化への対策も

課題となっています。 

 

③ 基本的な考え方 

宇治市公立幼稚園検討委員会の提言を踏まえながら、より効果的で質の高

い就学前教育の実施に向けて、公立幼稚園の再編など体制のあり方や公立幼

稚園教育の充実方策等について検討します。 

また、園児の安全に必要な修繕については、計画的に行うとともに、余裕

教室のさらなる有効活用も検討します。  

分類 施設名
延べ床

面積（㎡）
竣工年度 耐震補強

大久保幼稚園 444.87 昭和39年 -

東宇治幼稚園 618.48 昭和45年 -

神明幼稚園 582.00 昭和43年 実施済

木幡幼稚園 442.00 昭和51年 実施済

幼稚園
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６ 子育て支援施設 

(１)幼児・児童施設        

① 施設の概要 

育成学級は、放課後に保護者が昼間不在となる小学生に、遊びや生活の場

を提供する施設で、専用施設としては11施設あります。 

地域子育て支援基幹センターは、子育てに関する相談や子育て情報の提供

など地域の子育て支援の拠点となる施設です。 

これらの中には、築年数が30年を過ぎ、今後30年で更新時期を迎える施設

や耐震補強が必要な施設はありません。 

【施設一覧】 

 

※１ 対象施設は平成26年度末時点の状況であるため、三室戸育成学級については建替え前の延床面積です。 

※２ 対象施設は平成26年度末時点の状況であるため、槇島育成学級については、増築前の延床面積です。 

※３ 男女共同参画支援センター、観光案内所（ＪＲ宇治駅）、地域子育て支援基幹センター、 

   Ｈａｎａ花保育園、観光バリアフリー便所等および宇治駅前交番は複合施設（ゆめりあうじ）です。 

 

② 現状と課題 

今後、年少人口自体は減少が想定されますが、社会環境の変化に伴う市民

ニーズ等にどのように対応していくかが課題となっています。 

学校敷地内で運営しており、現在、校舎内の余裕教室を使用して運営して

いる育成学級もあります。また、育成学級のニーズは高まっており、一部で

は定員を超えて受け入れているところがあります。 

 

 

 

分類 施設名
延べ床

面積（㎡）
竣工年度 耐震補強 備考

小倉育成学級 179.82 平成7年 -

平盛育成学級 224.53 平成14年 -

北槇島育成学級 135.42 平成14年 -

三室戸育成学級 92.00 平成14年 - ※1

岡屋育成学級 220.29 平成17年 -

232.91 平成18年 -

槇島育成学級 75.93 平成19年 - ※2

御蔵山育成学級 198.41 平成20年 -

南部育成学級 196.73 平成24年 -

神明育成学級 392.98 平成25年 -

大久保育成学級 450.10 平成26年 -

地域子育て支援基幹センター 80.82 平成14年 - ※3

幼児･
児童施設
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③ 基本的な考え方 

   今後、学校との一体型施設の整備や、余裕教室の活用をはじめ、他の公共

施設や民間施設の活用も含め、効果的・効率的な整備を行うことを検討しま

す。 

   受益者負担については、毎年検証し、必要に応じて見直しを検討します。  
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(２)保育所            

① 施設の概要 

公立保育所は７施設あります。この他、市の施設で運営している民間保育

所のＨａｎａ花保育園があります。 

これらの中には、築年数が30年を過ぎ、今後30年で更新時期を迎える施設

が５施設（面積比66％）あります。 

これまでに耐震補強を実施しており、耐震補強が必要な施設はありません。 

【施設一覧】 

 

※ 男女共同参画支援センター、観光案内所（ＪＲ宇治駅）、地域子育て支援基幹センター、 

  Ｈａｎａ花保育園、観光バリアフリー便所等および宇治駅前交番は複合施設（ゆめりあうじ）です。 

 

② 現状と課題 

少子化が進んでいるものの、本市の保育ニーズは増加傾向にあり、待機児

童対策は喫緊の課題となっています。また、半数以上の保育所は昭和50年以

前に整備されたものであり、老朽化が進行しています。 

 

③ 基本的な考え方 

「宇治市子ども・子育て支援計画」も踏まえながら、保育サービスのさら

なる充実に向けて、他の公共施設との複合化、民間活力の活用など効果的・

効率的な整備手法を検討します。 

施設の修繕費等を低減させるために、長寿命化対策を計画的に行い、使用

年数の延長を図ることを検討します。 

受益者負担については、毎年検証し、必要に応じて見直しを検討します。 

  

分類 施設名
延べ床

面積（㎡）
竣工年度 耐震補強 備考

北木幡保育所 1,090.25 昭和49年 -

宇治保育所 1,059.76 昭和50年 -

善法保育所 800.51 昭和50年 -

木幡保育所 1,169.35 平成12年 -

Ｈａｎａ花保育園 425.94 平成14年 - ※

大久保保育所 1,166.39 平成26年 -

西小倉保育所 675.37 昭和44年 実施済

小倉双葉園保育所 1,818.71 昭和47年 実施済

保育所
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７ 保健・福祉施設 

(１)高齢福祉施設          

① 施設の概要 

高齢福祉施設は８施設あります。内訳は、市内に居住する高齢者の方の地

域交流、福祉の情報提供、在宅福祉サービス実施のための施設である地域福

祉センターが６施設、市内に居住する高齢者の方のレクリエーションなどの

健康、福祉の増進のための施設であるデイホームが２施設です。 

高齢福祉施設のうち、地域福祉センター４施設、デイホーム２施設は指定

管理者制度で管理運営しています。 

これらの中には、築年数が30年を過ぎ、今後30年で更新時期を迎える施設

や耐震補強が必要な施設はありません。 

【施設一覧】 

 

※１ 西宇治図書館および西小倉地域福祉センターは複合施設です。 

※２ 小倉小学校および小倉デイホームは複合施設です。 

※３ 平盛小学校および平盛デイホームは複合施設です。 

 

② 現状と課題 

すべての施設で竣工から30年を経過していませんが、今後、施設の長寿命

化が課題となっています。 

また、今後の高齢者人口の増加や高齢化率の進展を踏まえ、高齢者の多様

なニーズに対応するための施設のあり方を検討していく必要があります。 

 

③ 基本的な考え方 

施設の修繕費等を低減させるために、長寿命化対策を計画的に行い、使用

年数の延長を図ることを検討します。 

今後の高齢者人口の増加に伴う高齢者のニーズを踏まえて、他の公共施設

や民間施設の有効活用についても検討します。  

分類 施設名
延べ床

面積（㎡）
竣工年度 耐震補強 備考

木幡地域福祉センター 367.50 平成5年 -

開地域福祉センター 433.37 平成5年 -

西小倉地域福祉センター 1,248.93 平成9年 - ※１

東宇治地域福祉センター 1,269.00 平成9年 -

広野地域福祉センター 1,058.66 平成11年 -

槇島地域福祉センター 386.91 平成14年 -

小倉デイホーム 1,024.25 平成6年 - ※２

平盛デイホーム 927.40 平成7年 - ※３

高齢
福祉施設
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(２)保健施設           

① 施設の概要 

保健施設は保健・消防センター（健やかセンター）で、保健施設の充実を

図る施設です。 

また、市民生活の安全を守る、うじ安心館は、大規模災害発生に備え、防

災無線や気象情報の収集システム等が設置されており、災害時にはホールに

災害対策本部が設置されます。 

なお、耐震補強が必要な施設ではありません。 

 

【施設一覧】 

 

※ 保健・消防センター（健やかセンター）および保健・消防センター（中消防署）は複合施設（うじ安心館）です。 

 

② 現状と課題 

現状では大きな問題は見られませんが、効果的・効率的な管理運営につい

て継続的な改善の検討が必要となります。 

 

③ 基本的な考え方 

施設の維持管理に関して、引き続き、効果的・効率的な管理運営に努めま

す。 

長期的に使用することを前提として、将来的な修繕等についても検討しな

がら長寿命化を図ります。 

  

分類 施設名
延べ床

面積（㎡）
竣工年度 耐震補強 備考

保健施設 保健・消防センター（健やかセンター） 3,573.32 平成15年 - ※
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(３)その他保健福祉施設       

① 施設の概要 

その他保健福祉施設は、総合福祉会館であり、身体障がい者、高齢者、福

祉関係団体等を対象とした福祉事業の拠点となる施設です。また、指定管理

者制度で管理運営しています。 

なお、築年数が30年を過ぎ、今後30年で更新時期を迎えますが、耐震補強

の必要はありません。 

【施設一覧】 

 

 

② 現状と課題 

竣工から30年を経過しているため老朽化が進行している中、多様な福祉ニ

ーズを踏まえ、福祉事業の拠点となる施設のあり方を検討する必要がありま

す。 

 

③ 基本的な考え方 

効果的・効率的な管理運営による管理運営費の削減や利用者の増加に向け

た取組を検討します。また、稼働率の低いスペースについては他の同様のス

ペースを有している公共施設に機能を移管、廃止すること等を検討します。 

あわせて、福祉事業の拠点となる施設として、将来にわたりサービスを提

供するため、他の公共施設や民間施設の有効活用についても検討します。 

  

分類 施設名
延べ床

面積（㎡）
竣工年度 耐震補強

その他
保健福祉施設

総合福祉会館 2,353.63 昭和57年 -

 

公共施設等総合管理計画検討委員会、市民懇談会、議会での意見等を踏まえ、

今後検討し初案を作成いたします。 



77 

８ 行政系施設 

(１)庁舎等            

① 施設の概要 

築年数が30年を過ぎ、今後30年で更新時期を迎える棟が２棟（西館、議会

棟）あります。 

【施設一覧】 

 

※ 市庁舎のうち、西館(昭和49年竣工、2,619.80㎡)については耐震補強未実施です。 

 

② 現状と課題 

西館は、耐震診断の結果、耐震補強が必要と診断されたため、耐震性能を

確保することが課題となっています。 

また、さらなる市民サービスの品質向上に向け、窓口対応や相談業務の充

実を図るためにも、それに見合ったスペースの確保が課題となっています。 

 

③ 基本的な考え方 

西館は、施設の必要性等を見直した上で、他の公共施設との集約を含めた

建替えや耐震補強など複数の選択肢から対策を検討します。 

本館及び議会棟は、施設の修繕費等を低減させるとともに、市民サービス

を将来にわたって提供するために他の施設との統合や複合化による公共施設

の適正な配置及び効率的な管理運営を検討します。 

  

分類 施設名
延べ床

面積（㎡）
竣工年度 耐震補強

庁舎等 市庁舎 29,545.02 平成3年 ※
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(２)消防施設           

① 施設の概要 

消防施設は５施設あります。 

その中には、築年数が30年を過ぎ、今後30年で更新時期を迎える施設とし

て西消防署（面積比17％）がありますが、耐震補強が必要な施設はありませ

ん。 

【施設一覧】 

 

※ 保健・消防センター（健やかセンター）および保健・消防センター（中消防署）は複合施設（うじ安心館）です。 

 

② 現状と課題 

竣工から30年近くを経過している施設は、老朽化の懸念があり施設の長寿

命化が課題となっています。 

管理運営費については、できる限り削減に取り組む必要があります。 

 

③ 基本的な考え方 

竣工から30年近くが経過している施設は、施設の修繕費等を低減させるた

めに、長寿命化対策を計画的に行い、使用年数の延長を図ることを検討しま

す。 

 

  

分類 施設名
延べ床

面積（㎡）
竣工年度 耐震補強 備考

西消防署 956.04 昭和56年 -

中消防署槇島消防分署 618.10 昭和63年 -

東消防署 1,114.29 平成11年 -

保健・消防センター（中消防署） 2,292.62 平成15年 - ※

西消防署伊勢田救急出張所 513.60 平成26年 -

消防施設
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９ 市営住宅          

① 施設の概要 

市営住宅は12施設あります。 

その中には、築年数が30年を過ぎ、今後30年で更新時期を迎える施設が７施

設（面積比46％）ありますが、耐震補強が必要な施設はありません。 

【施設一覧】 

 

※１ コミュニティワークこはた館、河原集会所および木幡河原市営住宅は複合施設です。 

※２ 槇島吹前市営住宅のうち、７棟(昭和46年竣工、1,487.07㎡)については耐震補強実施済です。 

（補足）対象施設は平成26年末時点の状況であるため、今後完成予定の伊勢田ウトロ市営住宅は含まれていません。 

 

② 現状と課題 

竣工から30年を経過している施設は、今後、施設の長寿命化が課題となって

います。 

 

③ 基本的な考え方 

市営住宅は生活の場であるため、日常的には点検・診断を行います。また中

長期的な対策として「宇治市公営住宅等長寿命化計画」（平成26年度～平成35

年度）を策定しており、当計画に基づき予防保全的な維持管理による長寿命化

を推進し、公営住宅ストックの長期活用及び修繕費等の削減を図ることを検討

します。 

  

分類 施設名
延べ床

面積（㎡）
竣工年度 耐震補強 備考

宇治下居市営住宅 191.52 昭和51年 -

宇治玉池市営住宅 649.10 昭和52年 -

宇治東山市営住宅 2,697.26 昭和54年 -

神明宮東市営住宅 2,601.14 昭和56年 -

五ケ庄福角市営住宅 2,620.13 昭和59年 -

五ケ庄野添市営住宅 1,633.17 昭和59年 -

木幡河原市営住宅 5,438.83 昭和63年 - ※１

大久保旦椋市営住宅 2,316.28 平成4年 -

小倉中畑市営住宅 4,268.91 平成8年 -

神明宮西市営住宅 4,127.95 平成10年 -

黄檗市営住宅 10,070.13 平成17年 -

槇島吹前市営住宅 12,289.87 昭和46年 実施済 ※２

公営住宅
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10 その他           

①  施設の概要 

その他施設は26施設あり、そのうち自転車等駐車場13施設、公衆便所５施設、

その他８施設となっています。 

自転車等駐車場、斎場及び墓地公園管理棟は、指定管理者制度で管理運営し

ています。 

これらの中には、築年数が30年を過ぎ、今後30年で更新時期を迎える施設が

６施設（面積比52％）ありますが、耐震補強が必要な施設はありません。 

【施設一覧】 

 

※ 観光バリアフリー便所等、宇治駅前交番は、「ゆめりあうじ」との複合施設です。 

 

 

 

分類 施設名
延べ床

面積（㎡）
竣工年度 耐震補強 備考

京阪三室戸駅前自転車等駐車場 645.43 昭和57年 -

ＪＲ木幡駅前自転車等駐車場 340.99 平成元年 -

近鉄小倉駅西第２自転車等駐車場 203.04 平成2年 -

ＪＲ六地蔵駅前自転車等駐車場 220.00 平成4年 -

ＪＲ新田駅前自転車等駐車場 137.33 平成4年 -

ＪＲ六地蔵駅前第２自転車等駐車場 93.61 平成5年 -

京阪木幡駅前自転車等駐車場 826.50 平成6年 -

近鉄小倉駅東自転車等駐車場 995.55 平成7年 -

ＪＲ黄檗駅前第２自転車等駐車場 295.08 平成11年 -

ＪＲ小倉駅南自転車等駐車場　 13.22 平成12年 -

ＪＲ宇治駅北自転車等駐車場 109.46 平成12年 -

ＪＲ小倉駅北自転車等駐車場　 116.66 平成12年 -

ＪＲ宇治駅南自転車等駐車場 610.87 平成13年 -

天ケ瀬吊橋前公衆便所 8.64 平成5年 -

宇治神社前公衆便所 33.75 平成7年 -

ＪＲ宇治駅前公衆便所 16.90 平成9年 -

観光バリアフリー便所等 126.88 平成14年 - ※

夢浮橋ひろば公衆便所 34.49 平成15年 -

（公社）宇治市シルバー人材センター 155.20 昭和28年 -

善法農業共同作業所 92.71 昭和55年 -

斎場 2,455.92 昭和59年 -

内職センター 64.57 昭和59年 -

墓地公園管理棟 275.00 平成3年 -

（一社）宇治高齢者事業団事務所 35.64 平成8年 -

宇治駅前交番 63.57 平成14年 - ※

旧中消防署（宇治市福祉サービス公社） 1,520.24 昭和44年 実施済

その他
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② 現状と課題 

竣工から30年を経過している施設が多数あるため、今後は施設の長寿命化が

課題となっています。 

管理運営費については、できる限り削減に取り組む必要があります。 

 

③ 基本的な考え方 

竣工から30年が経過している施設は、施設の修繕費等を低減させるために、

長寿命化対策を計画的に行い、使用年数の延長を図ることや、当初の設置目的

にとらわれず、現在及び将来の市民ニーズを踏まえた公共施設の再編を検討し

ます。 

使用料を徴収している施設は、利用形態や受益者負担等を勘案し、利用者の

増加の取組や使用料の見直しを検討します。 

また、利用状況や費用対効果も踏まえながら、機能が重複している施設は、

廃止を含めた将来的な施設のあり方を検討します。 

  

 

公共施設等総合管理計画検討委員会、市民懇談会、議会での意見等を踏まえ、

今後検討し初案を作成いたします。 
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第７章 公共施設等総合管理計画のマネジメント 

１ 個別計画（アクションプラン）の策定 

本計画は、公共施設等に関するマスタープランとして位置づけ、各施設、イ

ンフラ資産に関する個別施設管理実施計画は総合管理計画の下位計画としま

す。なお、総合管理計画については、本市における最上位計画の「宇治市第５

次総合計画」を踏まえるとともに、各分野における既存計画との整合性に留意

し策定しました。 

 

２ 計画の進行管理・マネジメント 

公共施設及びインフラ資産の総合的かつ計画的な管理を推進するためには、

部局横断的な組織体制が必要になります。 

そのため、公共施設等の新設・再編・更新・統廃合・複合化・長寿命化等に

ついては、必要に応じて全庁的組織である「宇治市都市経営戦略推進本部会議

」において、本計画との整合性や当該公共施設の必要性、市全体の観点から効

果的・効率的な整備手法等について十分検討した上で実施することとします。 

本計画で策定し実施する方針を効果的・効率的に実行していくために、PDCA

サイクルに基づいたマネジメントを行い、必要に応じて見直しを図ります。 

 

３ 議会や市民との情報共有・合意形成の推進 

公共施設等総合管理計画の推進は、今後の本市の持続可能なサービスにとっ

て、非常に重要なものであることから、議会や市民との情報共有や市民参画・

協働での取組が重要であると考えています。 

そのため、市民の代表である議会とは、市民の財産である公共施設等に関す

る本計画の内容や主旨について、情報を共有するとともに、本計画の実行にあ

たっては、議会のご理解・ご協力を得ながら、各地域で取組を進めていく必要

があると考えています。 

また、市民の皆様には、広報紙やホームページ等を通じて、情報を共有し、

計画の推進に向けて、市民参画の機会をできる限り確保し、市民の皆様ととも

に、将来のまちづくりを見据え、子どもや孫の世代に引き継げる公共施設等と

なるよう、協働によるまちづくりを推進していきます。  
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参考資料 

１ 宇治市公共施設等総合管理計画の策定経過 

 

年度 月 日 内容 

平成 28 

（2016） 

５ 30 第１回都市経営戦略推進本部会議 

６ ８ 第１回専門部会 

６ 12 第１回検討委員会 

６ 17 市議会総務常任委員会 

７ 20 第２回専門部会 

８ ４ 第３回専門部会 

８ ５ 第２回都市経営戦略推進本部会議 

８ 28 第２回検討委員会 

９ １ 市議会総務常任委員会 

11 16 第４回専門部会 

12 20 第５回都市経営戦略推進本部会議 

12 27 第３回検討委員会 

１ ４ 第６回都市経営戦略推進本部会議 

１ 18 市議会総務常任委員会 

２ 10 第５回専門部会 

２ 16 第７回都市経営戦略推進本部会議 

２ 26 第４回検討委員会 
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２ 用語集 

 

あ行 

アセット 

マネジメント 

投資対象不動産の決定、売買、運用等を行うこと。 

不動産のアセットマネジメントの場合、投資計画の策定、物件

の精査、資産の売買の意思決定、管理会社の監視、収益を最大

化するための戦略の検討・実施等を行う。 

依存財源 

国や府の意思により定められた額を交付されたり、割り当てら

れたりする収入。地方交付税、国庫支出金、府支出金、地方譲

与税、市債（地方債）などが該当する。 

一般財源 

地方公共団体の歳入の使途による分類に基づくものであり、そ

の使途が特定されていないもの。主なものとして、地方税、地

方交付税などが挙げられる。なお、使途が特定されているもの

は特定財源という。 

インフラ資産 

産業や生活の基盤を形成する構築物のこと。本計画では、道路、

橋りょう、トンネル、上水道、下水道（汚水）、河川・排水路、

ため池、公園のことを指す。 

か行 

街区公園 

主に街区に居住する者の利用に供することを目的とする公園の

こと。誘致距離 250ｍの範囲内で１箇所あたり面積 0.25ha を標

準として配置される。 

供用 一定の目的のために提供すること、使用に充てることをいう。 

繰出金 
一般会計と特別会計または特別会計相互間において支出される

経費。 

経常収支比率 

毎年度経常的に入ってくる歳入に対して、毎年度経常的に支払

う歳出がどれくらいの割合かを示すもので、財政構造の弾力性

を判断する指標として用いられるもの。 

都市にあっては 75％が妥当と考えられている。 

減価償却費 

土地を除く有形固定資産について、使用、時間の経過、技術的

不適応による価値の減損度を、一定の見積もり耐用年数内に一

定の割合で各事業年度に損失として計上したものをいう。 
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か行 

公共施設等 

アセット 

マネジメント 

公共施設を対象に、経営的な視点から総合的かつ総括的に企画、

管理、運営を行うこと。 

公債費 地方公共団体が借り入れた地方債の元利償還等に要する経費。 

更新 
一般に老朽化等に伴い機能が低下した施設等を取り替え、同程

度の機能に再整備すること。 

高度経済 

成長期 

日本では昭和 29 年（1954 年）12 月から昭和 48 年（1973 年）

11 月までの経済規模が飛躍的に成長した時期を指す。 

国庫支出金 

国が使途を特定して地方公共団体に交付する支出金の総称。国

庫負担金、国庫補助金、国庫委託金などがある。一般に国庫補

助金ともいわれる。 

固定資産台帳 

すべての固定資産を１単位ごとに記帳する台帳をいう。 

固定資産は、地方公共団体の財産の極めて大きな割合を占める

ため、その財政を把握するためには正確な固定資産台帳整備が

求められる。 

公共施設 
庁舎や学校など、公用または公共用に供す施設のこと。本計画

では、延床面積で数量を把握する施設のことを指す。 

さ行 

財政健全化 

計画 

実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担

比率のいずれかが早期健全化基準以上となった場合、実質赤字

比率をゼロ以下に、それ以外の指標を基準未満にするために定

める計画をいう。 

財政再生基準 

財政の再生を図るべき基準として、実質赤字比率、連結実質赤

字比率、実質公債費比率のそれぞれについて定められた数値を

いう。基準となる数値については、都道府県と市町村で異なる

が、いずれかが基準以上になると財政再生団体となる。 

自主財源 

地方公共団体が自主的に収入できる財源。この割合が高いほど

財政の自主性と安定性が高いといえる。地方税、分担金及び負

担金、使用料及び手数料などがこれに該当する。 
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さ行 

指定管理者 

制度 

平成 11 年（2003 年）の地方自治法の改正により創設された制

度であり、民間事業者等に幅広く管理を委任することができる

ようになっている。また、使用の許可という行政処分の一部に

ついても、指定管理者に委任することができるようになってい

る。 

将来負担比率 

地方公共団体の借入金（地方債）など現在抱えている負債の大

きさを、その地方公共団体の財政規模に対する割合で表したも

の。 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律において「健全化判

断比率」として定められた４つの指標の１つである。 

新耐震基準 
昭和 56 年（1981 年）６月１日の建築基準法施行令改正に基づ

く、建築基準法第 20 条の規定による耐震基準。 

実質公債費 

比率 

地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公債費）の大きさ

を、その地方公共団体の財政規模に対する割合で表したもの。 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律において「健全化判

断比率」として定められた４つの指標の１つである。 

事後保全 
施設の機能や性能に関する明らかな不都合が生じてから修繕を

行う管理手法。 

受益者負担 
特定のサービスを受ける者に対し、受益に応じた負担を求める

こと。 

少子高齢化 
出生率が低下する一方、平均寿命が伸びたことによって、人口

全体に占める子供の割合が低下し、高齢者の割合が高まること。 

生産年齢人口 15 歳～64 歳の人口区分のこと。 

早期健全化 

基準 

財政の早期健全化を図るべき基準として、実質赤字比率、連結

実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率のそれぞれに

ついて定められた数値をいう。 

基準となる数値については、都道府県と市町村、市町村はさら

に規模により異なるが、いずれかが基準以上になると財政健全

化団体となる。 

送水管 浄水場から配水池へ水を送る管のこと。 

た行 

大規模改修 

大きな建造物の基本性能（安全性、衛生性及び快適性）を維持

するために定期的（10～30 年ごと）に実施される規模の大きな

修繕のこと。 
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た行 

耐用年数 機械・設備などの、経済的に使用可能な見積期間のこと。 

長寿命化 
建物を計画的に保全することにより、劣化の進行を遅らせ、長

期間建物を使用すること。 

投資的経費 施設の建設や道路の新設等の社会資本の整備にかかる経費。 

導水管 井戸からくみ上げた原水を各浄水場へ運ぶ管のこと。 

都市公園 
都市公園法に規定され、主に地方公共団体が設置する都市計画

区域内の公園または緑地のこと。 

な行 

年齢階層別 

人口 

65 歳以上の人口を老年人口、15 歳～64 歳の人口を生産年齢人

口、15 歳未満の人口を年少人口とする区分。 

年少人口 15 歳未満の人口区分のこと。 

延べ床面積 建築物の各階の床面積の合計のこと。 

は行 

配水管 
配水池から各家庭へ給水するために街路に埋設し、水を送る管

のこと。 

バリアフリー 
住宅、公共施設、交通機関、身の回りの商品などを、障がい者

や高齢者が生活するのに支障のない構造や仕様にすること。 

ファシリティ

マネジメント 

企業・団体等が保有又は私用する全施設資産及びそれらの利用

環境を経営戦略的視点から総合的かつ統括的に企画、管理、活

用する経営活動（公益社団法人ファシリティマネジメント協会

の定義） 

普通会計 

地方公共団体の会計は一般会計と特別会計に区分経理される

が、各団体の会計区分は一様ではないため、地方公共団体相互

間の比較を可能とする観点から、地方財政統計上統一的に用い

られている会計区分のこと。 

複合化 
複数の異なる機能の施設を一つの施設（同一建物、敷地内）に

まとめること。 

扶助費 

社会保障制度の一環として、生活保護法、児童福祉法、老人福

祉法等に基づき、被扶助者に対してその生活を維持するために

支出される経費。 

や行 

予防保全 
損傷が軽微である早期段階に予防的な修繕等を実施すること

で、機能の保持・回復を図る管理手法。 
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ら行 

ライフサイク

ルコスト

（LCC） 

プロジェクトにおいて、計画から、施設の設計、建設、維持管

理、運営、修繕、事業終了までの事業全体にわたり必要なコス

ト。 

ライフライン 
電気、水道、ガス、通信、交通施設、情報施設など日常生活に

不可欠なものをネットワークにより供給するライン。 

類似団体 
全国の市町村を「人口」と「産業構造」をもとに類型化したも

の。 

老朽化 
年数の経過に伴い、躯体や構成材が物理的あるいは化学的に劣

化すること。 

老年人口 65 歳以上の人口区分のこと。 

A～Z 

PC（プレキャ

ストコンクリ

ート）橋 

プレキャストコンクリート (precast concrete) は、現場で組

み立て・設置を行うために、工場などであらかじめ製造された

コンクリートを用いた工法で施行された橋をいう。 

PDCA 
計画（Plan）、実行（Do）、評価（Check）、改善（Act 又は Action）

の４段階から構成されるマネジメントの行程の略称。 

PFI 

公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力

及び技術的能力を活用して行う手法をいう。 

国や地方公共団体等が直接実施するよりも効率的かつ効果的に

公共サービスを提供できる事業について実施される。 

PPP 

官（Public）と民（Private）が役割を分担し、公共施設整備、

公共サービスの提供、公有資産を活用した公共性の高い事業を

実施していく様々な手法の総称。PPP の主な実施手法として、

PFI や指定管理者制度、包括的民間委託などがある。 

 


